
第２次行政改革　実施計画書一覧表

１．開かれた、公正で透明性の高い行政システムの確立

平成２４年度 平成２８年度

項
目
№

重点等
項目 目的・目標 具体的な取組概要

Do【実施】
取組実績

Do【実施】
取組実績

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

1 ◎

行政情報のわ
かりやすい積
極的な公表と
説明責任の確
立

（住民目線に
立った情報の
公表）

総務課
/文書法令係
/広報広聴係

進捗管理者
　髙橋　憲彦
担当者
　加藤　敏典
　伊藤　博人

　広報紙は月２回発
行しています。情報
の電子化を進める一
方で、紙による情報
を公開するために
「行政情報コー
ナー」を本庁舎及び
南郷庁舎２か所に設
置しました。また、
町のホームページを
リニューアルし、使
いやすさの改善に努
めました。
　今後は、行政情報
コーナーの運用の
ルール化と町のホー
ムページ掲載情報の
充実を図る必要があ
ります。

【目的・目標】
　積極的に情報を公
開するための掲載情
報のルール化、情報
の充実に努めます。

【指標】
　町のホームページ
の年間の訪問者数

【基準値】
　１０４，０４４人

　公開方法として、
インターネットを活
用した迅速な情報の
発信と紙による行政
情報コーナーの充実
を図ります。
・掲載情報のルール
化
・掲載情報の充実
・町のホームページ
の見直し
・コミュニティ型の
Webサイトである
ソーシャルネット
ワーキングサービス
（SNS）等を活用し
た多様な情報発信方
法の検討

・情報公開条例の全部改
正
・会議公開、行政情報
コーナーのルール化の検
討
・公開している例規集シ
ステムについて、迅速に
情報を公開するために、
議会の都度、更新に努め
ました。
・例規集システムは、更
新に時間を要することか
ら、改廃等の条例等を随
時、町のホームページに
掲載しました。
・職員向けシステム操作
研修を実施しました（１
７人参加）。
・文書、広報、まちづく
り担当者の打合会議の開
催

○行政情報コーナーの
充実に向けた取組
　本庁舎の配置場所の
改善は行いましたが、
検討したものの基準の
策定までは至りません
でした。
○町のホームページの
掲載
・行政委員会等のペー
ジ作成支援
・トップページのス
マートフォン閲覧の視
認性及び操作性の向上
対応
・会議録公開ページの
の刷新
・職員向けシステム操
作研修の実施（13課19
人参加）
・文書、広報、まちづ
くり担当者の打合会議
の開催

・行政情報コー
ナー等の運用基
準の作成
・【№29職員研
修制度の確立と
計画的な実行】
及び【№24職員
の倫理規程及び
行動規範の策定
と公表】と関連
した取組
・職員向けシス
テム操作研修の
実施
・情報配信に向
けて、ＳＮＳ等
による多様なメ
ディアの活用検
討

・行政情報コーナー等運
用基準を作成し、職員に
周知しました。
・各種会議録の公開につ
いては、随時掲載しまし
た。
・町のホームページの行
政委員会のページを作成
し、掲載しました。
・試験的に町の事業につ
いてＳＮＳを活用した情
報発信を行いました。
・情報の取扱、ホーム
ページ作成研修について
は、業務の調整がつか
ず、実施できませんでし
たが、これまでの研修受
講職員を中心に個別に、
新規ホームページ作成等
の助言・指導を行いまし
た。

・訪問者数は、３
月１３日現在、１
１３，２６８人と
なりました。
・計画した取組
は、概ね実施でき
ました。
・行政情報コー
ナーは、総務課で
掲載情報管理を徹
底することで各課
の掲載状況を確認
しています。

・町のホームペー
ジの掲載情報の更
新等の確認が必要
です。
・職員向けのシス
テム操作研修は継
続した実施が必要
です。

・町のホーム
ページの掲載情
報の更新管理に
向けた取組
・職員向けシス
テム操作研修の
実施
・ＳＮＳでの情
報配信の試行的
な実施

・美里町ホームページ
管理運営要綱を規定し
ました。
・各課に対してページ
への掲載ルールの徹底
をアナウンスし、ルー
ルに則り更新するよう
指導を行いました。
・健康福祉課の食育の
ページについて、より
閲覧しやすくページを
再構成しました。
・平成２７年度は、各
課のページ作成及び編
集について操作指導を
実施しました。

・掲載ルールに
ついては、これ
まで内部文書と
して作成してい
た掲載ルールを
要綱として規定
し、更なる掲載
ルールの徹底を
図りました。主
に若手職員を中
心としてページ
編集の指導を行
い、スムースな
ページ掲載を行
うことができま
した。

・データ記録領
域の慢性的な不
足が続いている
ため、継続して
領域確保のため
のデータ整理を
行います。
・各課の担当者
の異動に伴い、
更新頻度にばら
つきが散見され
るため、引き続
き情報発信の重
要性の周知と操
作研修の実施に
ついて進めてい
く必要がありま
す。

・職員向けシス
テム操作研修の
実施
・情報配信の充
実

　個人情報保護条例及び情報公開
条例について職員の理解度を高め
るために、毎年度、定期的な研修
機会を設け、職員の知識向上を図
り、通常の業務に生かされたい
（【№29職員研修制度の確立と計
画的な実行】と関連）。
　現在、掲載情報の充実に取り組
まれていますが、早期に、広報
紙、町のホームページ、行政情報
コーナー等の掲載情報、掲載時
期、期間等についてルールを定
め、運用が適切に行われているか
確認する庁内の仕組みを確立する
必要があります。
　このことは、情報ツールとして
の信頼性を高め、閲覧数の増加に
つながるばかりではなく、町の
ホームページは、広告媒体として
の価値を高めることも期待されま
す（【№18その他広告収入等収入
増施策】と関連）。

2  ○

会議及び会議
録の公開

（情報公開条
例等法令の規
定を遵守）

総務課
/文書法令係

進捗管理者
　髙橋　憲彦
担当者
　森　陽祐

　会議開催のお知ら
せ及び会議録等の公
開を始めましたが、
公開が遅れることも
あり、運用のルール
化を図る必要があり
ます。

【目的・目標】
　附属機関等の会議
や会議録の公開を徹
底します。

【指標】
　附属機関等の会議
録の公開を、会議終
了後１か月以内に公
表した割合

【基準値】
　２６．３％
（平成２４年度）

　情報公開条例の全
部改正、文書管理
（作成・簿冊・保
存）の徹底を図りま
す。

　情報を公開する前提と
なる個人情報保護条例の
新規制定、情報公開条例
の全部改正を行うととも
に、文書規程及び行政文
書管理規則を見直しまし
た。

・附属機関等の会議運
営について検討しまし
たが、制定までは行え
ませんでした。
・条例の洗い出し調査
に併せて、附属機関等
の条例を見直し、整備
しました。

・附属機関等の
会議の公開に関
する運用の徹底
・行政文書管理
規則、文書規程
の運用の徹底
・情報公開の推
進

・附属機関等の概要書を
作成するとともに、会議
の公開の有無について調
査し、町のホームページ
に掲載しました。
・附属機関等の会議録の
様式を統一し、町のホー
ムページの掲載箇所を統
一しました。

・達成状況は、ま
だ把握できていま
せんが、会議の運
営及び開催方法に
よっては、１か月
での公表は時間的
に難しい附属機関
も多いようです。
・会議録の内容に
ついて、全文筆記
されているもの
の、会議結果が分
からない会議が多
く見受けられまし
た。

・附属機関等の会
議の公開に関する
運用の徹底を図り
ながら、分かりや
すい会議録作成に
努める必要があり
ます。また、その
ために、附属機関
等の設置目的、会
議運営について、
事務局職員の制度
理解、目的意識を
高める必要があり
ます。

・附属機関等の
会議の公開に関
する運用の徹底
・行政文書管理
規則、文書規程
の運用の徹底
・情報公開の推
進

・附属機関等の会議の
公開に関する運用の徹
底を図りながら、会議
の要点を記載した上
で、全文筆記するよう
周知しました。
・行政文書管理規則、
文書規程の運用の徹底
については、平成２８
年４月に運用開始する
文書管理システムで文
書の施行、保存管理の
機能性を高めるととも
に、文書の保管場所の
徹底を図りました。
・情報の公開について
は、行政情報コーナー
の設置要綱に基づき運
用しました。

　文書を管理し
やすいシステム
を導入するとと
もに、会議運
営、公開の仕組
みも概ね確立さ
せており、今後
は、公表に要す
る期間の短縮に
向けて周知の徹
底を図ります。

　附属機関等の
会議運営職員へ
の周知の徹底を
引き続き行う必
要があります。

・附属機関等の
会議の公開に関
する運用
・行政文書管理
規則、文書規程
の運用
・情報公開の推
進

　会議の公開及び会議録について
は、附属機関の会議に限らず積極
的に公開及び公表することを要望
いたします。
　会議開催案内については、町の
ホームページに掲載する場合、原
則として、７日前ではなく１０日
前とするとともに、広報紙への掲
載も検討されるよう要望いたしま
す。会議の公開に際しては、一部
非公開の議題がある場合は、住民
の方が傍聴しやすいよう議題の最
初又は最後とする配慮が必要で
す。
　なお、会議の運営については、
各種附属機関の設置条例では会議
運営に関する規定内容が十分とは
言えないことから、傍聴等につい
て会議運営のルールを定めること
が必要です。

3

行政の政策過
程への住民参
加制度の確立
と公表

（各種計画や
条例等の策定
段階における
公表と意見の
募集）

総務課
/広報広聴係

進捗管理者
　相澤　直子
担当者
　齋藤　眞

　計画策定に際し、
計画案を公表し、住
民の意見を募集する
パブリックコメント
（意見公募）手続の
要綱を整備し、実施
しました。

【目的・目標】
　計画等を策定する
に当たり、広く住民
から意見を募集する
取組みを推進しま
す。

【指標】
　パプリックコメン
ト条例の制定

【目標値】
　定性目標のためな
し

　パブリックコメン
ト手続の見直しを検
討します。

　要綱を規程に見直す際
に、意見募集期間を１５
日以上から２０日以上に
見直し、住民が意見を出
しやすい制度の改善に努
めました。

　パブリックコメント
手続を条例化し、意見
募集期間を３０日間と
しました。

・運用基準の作
成
・職員研修の実
施

　平成２６年４月１日施
行の条例に基づく手続フ
ロー及び参考様式等を作
成し、行政イントラへ掲
載し、職員への周知を図
りました。
　課長会議で運用体制及
び手続フローの説明を行
い、適切な実施の確保に
努めました。

　条例、計画策定
等におけるパブ
リックコメント手
続の運用を徹底さ
せるため、手続フ
ロー及び参考様式
を示しながら職員
への周知に努めま
したが、全体を対
象としての研修は
実施できませんで
した。

　適切な運用の徹
底を図るために、
職員研修等を実施
する必要がありま
す。

　条例の運用の
徹底

　パブリックコメント
の実施に当たっては、
スケジュール管理と適
切な運用の徹底に努め
ました。
・実施件数　７件
・意見提出人数
　　　　　15人
・意見提出件数
　　　　113件

　職員における
パブリックコメ
ント運用に関し
ての周知徹底は
進んでいると認
識しています。
　制度の整備を
進めてきました
が、意見提出の
状況から住民の
意見を広く募集
する取組として
の目標達成には
課題も見えてい
ます。

・職員研修の実
施等、適切な運
用を進める取組
を継続して行い
ます。
・公表資料の不
備が指摘された
ことがあったた
め、適正な資料
整備に努めるよ
う周知します。

　条例の運用の
徹底

　パブリックコメント手続は、期
間延長及び資料配布等の改善に向
けた取組とともに、条例化され、
住民参加制度の確立に向けた改善
が進められていますが、パブリッ
クコメント手続に限らず、政策の
立案過程でも、住民の声を聴くモ
ニタリング機能を強化されること
を望みます。
　今後も、住民の声に耳を傾け、
必要な見直しの検討を推し進めら
れたい。

4
-1

委員会等への
委員の公募制
度の積極的導
入
（公募委員の
構成比の目標
設定と取組、
女性委員の構
成比の目標設
定と取組）

総務課
/総務係

進捗管理者
　髙橋　憲彦
担当者
　中村　紋歌

　公募委員枠を設
け、積極的に推進す
るために、取組に関
する指針を策定しま
した。

【目的・目標】
　住民の参画機会を
増やし、開かれた行
政システム確立の取
組として、公募枠の
拡大に努めます。

【指標】
　新たに設置する附
属機関等の委員総数
に占める公募委員の
割合

【目標値】
　３０％

　公募枠の拡大に向
けて、委員選任にお
ける内部の取組を確
立し、公募による選
任委員の割合の拡大
に努めます。

 新規制定条例には、委
員の公募による選任につ
いて、条文に明記しまし
た。
　公募の状況は、下記の
とおりです。
・情報公開3人（応募者0
人）
・個人情報4人（1人）
・行政改革8人（4人）
・学校教育環境12人（3
人）
・介護運営11人（3人）
※　括弧の数字は公募に
よる選任者数

　委員数に対する公募委
員の構成割合　28.9％

　附属機関の見直しに
併せて、選任基準に住
民代表等の記載がある
場合については、公募
による方法を明記しま
した。
　なお、公募の状況
は、下記のとおりで
す。

・地域公共交通会議16
人中2人公募（応募者1
人）

※　括弧の数字は公募
による選任者数

　委員数に対する公募
委員の構成割合
6.3％

・委員の選任基
準の見直し検討
・選任する際の
協議、合議の
ルール化
・担当課への周
知徹底

・委員の選任に関する様
式、手順等を定め、選任
過程の明確化、課長等会
議、職員への周知に努め
ました。
・委員選任に際し、様式
（概要書）を定め、公募
委員比率に対する考え方
について、整理を行いま
した。
　公募の状況は下記のと
おりです。
・個人情報5人（1人）
・健康づくり10人（1
人）
・食育推進10人（1人）
・児童厚生9人（2人）
・男女共同12人（1人）
・近代文学館10人（4
人）

　委員数に対する公募委
員の構成割合　17.9％

　目標は達成でき
ていませんが、公
募委員の町長指名
委員となり引き続
き委員を異務める
場合もあります。
また、応募者が固
定化しています。

　選任過程のルー
ル化はできたこと
から、各種委員の
選任基準、選定過
程の考え方につい
て公募制度の視点
を持つことが必要
です。

・担当課への手
続の周知の徹底
・選任基準の確
認

　担当課への手続の周
知を行いました。
　公募の状況は下記の
とおりです。
・国保9人（2人）
・行革6人（2人）
・総合計画29人（5人）
・介護運営11人（4人）
・地域包括運営11人（4
人）
・公共交通20人（4人）
　委員数に対する公募
委員の構成割合
24.4％

　公募のルール
化により手続の
透明性は図られ
ましたが、選任
基準の確認まで
は、行えません
でした。

　附属機関等の
在り方から公募
制度の拡充が可
能か検討する必
要があります。

　担当課への手
続の周知の徹底

　積極的に住民参画機会を増やそ
うとするのであれば、町長が推薦
している選任基準のある委員につ
いても、可能であるものについて
は積極的に公募を実施されたい。
現在の目標値である公募委員の割
合３０％については、段階的に目
標値を引き上げることを望みま
す。
　なお、平成２４年度は、目標を
達成できていないことから、委員
の選任基準及び委員定数の妥当性
について検討されたい。

委員会コメント
担当課

/係
/担当者

これまでの取組
と課題

実施方針  平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度区分
第2次美里町
行政改革大
綱・記載項目
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第２次行政改革　実施計画書一覧表

１．開かれた、公正で透明性の高い行政システムの確立

平成２４年度 平成２８年度

項
目
№

重点等
項目 目的・目標 具体的な取組概要

Do【実施】
取組実績

Do【実施】
取組実績

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

委員会コメント
担当課

/係
/担当者

これまでの取組
と課題

実施方針  平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度区分
第2次美里町
行政改革大
綱・記載項目

4
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委員会等への
委員の公募制
度の積極的導
入
（公募委員の
構成比の目標
設定と取組、
女性委員の構
成比の目標設
定と取組）

総務課
/総務係

進捗管理者
　髙橋　憲彦
担当者
　中村　紋歌

　男女の均等な登用
を推進するために、
取組に関する指針を
策定しました。

【目的・目標】
　男女の均等な登用
を目指して、委員へ
の女性の登用機会の
拡大に努めます。

【指標】
　新たに設置する附
属機関等の委員総数
に占める女性委員の
割合

【目標値】
　３０％

　女性委員の登用機
会の拡大に向けて、
委員選任における内
部の取組を確立し、
女性の参画機会の拡
大に努めます。

　女性の登用の状況は、
下記のとおりです。
・情報公開3人（0人）
・個人情報4人（0人）
・行政改革8人（2人）
・学校教育環境12人（2
人）
・介護11人（6人）
※　括弧の数字は女性の
選任者数

　委員数に対する女性委
員の構成割合　26.3％

　女性の登用の状況
は、下記のとおりで
す。

・地域公共交通会議16
人（1人）

　委員数に対する女性
委員の構成割合
6.3％

・委員の選任基
準の見直し検討
・担当課への周
知徹底

　委員選任に際し、様式
（概要書）を定め、男女
比率に対する考え方につ
いて整理を行いました。
・個人情報5人（0人）
・健康づくり10人（6
人）
・食育推進10人（6人）
・児童厚生9人（6人）
・男女共同12人（6人）
・近代文学館10人（5
人）

　委員数に対する女性委
員の構成割合　51.8％

　目標は達成しま
したが、委員に
よって男女比にバ
ラツキが見受けら
れます。

　選任過程のルー
ル化はできたこと
から、各種委員の
選任基準、選定過
程の考え方につい
て登用機会の平等
の視点が必要で
す。

　担当課への手
続の周知の徹底

　担当課への手続の周
知を行いました。
・国保9人（2人）
・介護認定20人（10
人）
・民生推薦7人（2人）
・特別報酬6人（1人）
・行革6人（0人）
・総合計画29人（6人）
・介護運営11人（4人）
・地域包括運営11人（4
人）
・公共交通20人（1人）
・産業活性化10人（1
人）
　委員数に対する女性
委員の構成割合
24.0％

　登用機会の
ルール化により
手続の透明性は
図られました。

　附属機関等の
在り方から登用
機会の拡充が可
能か検討する必
要があります。

　担当課への手
続の周知の徹底

　男女の均等な登用に向け、女性
委員の構成割合３０％を目標に掲
げていますが、男女共同参画の趣
旨を踏まえ、いろいろな場面で女
性が参加しやすい環境を整備する
ことが必要です。
　ただし、女性と男性それぞれの
得意とする分野があれば、そのこ
とを尊重し、目標を達成するため
に男女の構成割合を強く意識し過
ぎた取組とならないよう留意して
ください。
　委員構成割合に限らず、多様な
場面で性別を意識することなく、
誰もが参画しやすい環境となるこ
とを期待します。

5

監査制度等の
制度の強化

（監査機能の
充実）

監査委員書記

進捗管理者
　佐藤　俊幸
担当者
　髙橋　美樹

　監査計画を定め、
行政監査の充実、財
政援助団体などの監
査を実施しました。

【目的・目標】
　時代の変化に対応
した監査の実現のた
め、監査対象項目数
の増加、監査の結果
から内部統制の強化
に努めます。
　
【指標】
　監査対象項目の拡
充

【基準値】
　５項目

　財務、経営の監査
及び行政監査の充
実、指定管理者、財
政援助団体などの監
査内容の充実と拡充
を図ります。

　施設の管理運営が指定
管理者制度に移行してお
り、指定管理者の監査を
新たに実施しました。
・例月出納検査
・定期監査（全課）
・決算審査
・随時監査
・財政援助団体等の監査
・指定管理者

・例月出納検査（一
般、水道、病院）
・定期監査（全課）
・決算審査
・随時監査（工事12
件）
・財政援助団体等の監
査（負担金、補助金、
交付金）
・指定管理者（2件）

・例月出納検査
・定期監査（全
課）
・決算審査
・随時監査
・財政援助団体
等の監査
・指定管理者
・監査資料の見
直し検討

・例月出納検査（一般、
水道、病院）
・定期監査（全課）
・決算審査（全会計）
・随時監査（工事9件）
・財政援助団体等の監査
（負担金、補助金、交付
金）
・指定管理者（2団体）
・監査資料の見直し（定
期監査の「ＯＡ機器ビデ
オカメラ調べ」を廃止）

　年間監査計画に
添って実施し、目
標を達成していま
す。

　実施時期及び実
施日数、監査資料
等については適
宜、必要に応じた
見直しが必要で
す。

・例月出納検査
・定期監査（全
課）
・決算審査
・随時監査
・財政援助団体
等の監査
・指定管理者
・監査資料及び
監査日程の見直
し検討

・例月出納検査（一
般、水道、病院）
・定期監査（全課）
・決算審査（全会計）
・随時監査（工事9件）
・財政援助団体等の監
査（負担金、補助金、
交付金）
・指定管理者（2団体）
・監査資料の見直し
（物品一覧表を物品異
動履歴一覧表に変更）
・定期監査の日程を調
整

　年間監査計画
に添って実施
し、目標を達成
しています。

監査方法及び監
査資料等につい
ては適宜、必要
に応じた見直し
が必要です。

・例月出納検査
・定期監査（全
課）
・決算審査
・随時監査
・財政援助団体
等の監査
・指定管理者
・出資団体の監
査
・物品の実地確
認

　戦略的な経営分析を進めるため
にも、公認会計士の登用も検討さ
れたい。

6

行政相談体制
の強化充実

（行政に対す
る苦情受付、
調査、改善要
求等）

総務課
/広報広聴係

進捗管理者
　相澤　直子
担当者
　齋藤　眞

　組織的な窓口がな
く、その都度、関係
課で対処しており、
組織的な相談体制及
び苦情に対処する体
制づくりが必要で
す。

【目的・目標】
　町政相談体制の充
実、提案、要望及び
職員への苦情申出に
対する取組を確立し
ます。

【指標】
　行政相談の未処理
件数

【目標値】
　０件

　相談する窓口の設
置、提案、要望及び
苦情申出に対する体
制を確立して事務の
改善を実施します。

　苦情申出について規程
を定め、メール及び文書
等で総務課に寄せられた
苦情申出については、総
務課で文書により回答す
ることとしました。
　提案箱　９件
　苦情申出　７件

・苦情申出制度につい
ては、町のホームペー
ジに情報を掲載、ま
た、提案箱設置場所で
取組概要説明提示等に
より周知を図りまし
た。
・町相談業務担当者の
情報共有と相談対応の
向上を図るための意見
交換会開催を年２回実
施しました。
・町政相談員（２人）
を設置し、広報紙、町
のホームページで周知
を図り、月１回の定期
相談開催と電話での随
時相談受付で対応しま
した。

　提案箱等　１２件
　苦情申出　　６件
　相談件数　　９件

・苦情申出制度
の住民への周知
・町政相談員設
置及び周知
・常設の窓口等
の設置も含め、
行政相談の対応
について、【№
40住民ニーズの
適正な把握と反
映】と一体的に
検討を進めま
す。

・広報みさとに情報を掲
載し、町政相談の開催や
提案箱設置、苦情申出制
度の住民への周知を図り
ました。
・町相談業務担当者の意
見交換会を２回開催し、
相談業務の充実と向上を
図るための研修を実施し
ました。
・常設の窓口設置を検討
し、「総合案内相談窓
口」の平成２７年度開設
に向けて準備を進めまし
た。

提案箱等１６件
苦情申出　４件
相談件数　　件

　常設の窓口とし
ての「総合案内相
談窓口」の開設準
備を進め、組織的
な相談体制の推進
を図りました。

　総合案内相談窓
口の設置を機に、
寄せられた要望、
苦情等に応対する
体制づくりはでき
たことから、住民
への制度の周知、
円滑な運用に向け
た庁内連携の強化
を図る必要があり
ます。

・意見、要望、
提案、苦情申出
制度の周知
・町政相談員設
置及び周知
・総合案内相談
窓口の利用推進
及び強化
・改正行政不服
審査法への取組

・広報みさとに情報を
掲載し、町政相談の開
催や提案箱設置、苦情
申出制度の住民への周
知を図りました。
・総合案内相談窓口を
開設しました。
　
総合案内相談窓口案内
３，８１０件相談等
２２４件（３月９日現
在）

 総合案内相談窓
口を開設し、常
時２人態勢で案
内業務と相談業
務を実施しまし
た。
 相談窓口へは幅
広く多岐にわた
る相談等が寄せ
られており、窓
口を一本化して
の対応から住民
の利便性は向上
したと認識して
います。
　しかし、情報
の共有・整理分
析・活用に繋げ
るためのデータ
の一元管理を軌
道に乗せること
ができませんで
した。

　総合案内相談
窓口の設置を機
に、寄せられた
要望、苦情等に
応対する体制づ
くりは進んだも
のの、庁内連携
についてはまだ
不充分です。強
化を図る取組を
進めます。

・意見、要望、
提案、苦情申出
制度の周知
・町政相談員設
置及び周知
・総合案内相談
窓口の利用推進
及び強化

　国の行政相談員が町政の相談に
も応じる体制を整備し、町政相談
員を設置していますが、迅速性を
確保するためにも常設された窓口
等の設置を検討されたい（【№40
住民ニーズの適正な把握と反映】
と関連）。
　なお、住民からの不服申立て等
に対して、調査審議する庁内又は
第三者委員会の設置についても、
検討されたい。

7

政策評価推進
委員会の設置
と評価結果の
公表

（町の自己評
価に対する意
見聴取と意見
反映状況の公
表）

企画財政課
/政策係

進捗管理者
 小野　英樹
担当者
 尾形　賢太

・平成１９年度　試
行
・平成２０年度　す
べての事務事業につ
いて実施
・平成２２年度　記
載項目の一部見直し
・平成２３年度　評
価手法の一部見直し
・平成１９年度から
委員会を設置してい
ます。

【目的・目標】
　政策・施策を実現
するための取組とし
て政策評価推進委員
会による外部評価を
継続します。
　
【指標】
　政策評価委員会の
設置
　
【基準値】
　定性目標のためな
し

　政策・施策に対す
る事務事業の有効性
に視点を置いた評価
に取り組みます。

　平成２２年度及び平成
２３年度の取組から、こ
れまでの事後評価から事
前の有効性評価に視点を
移しました。平成２４年
度は、総合計画の改訂に
あわせ、重点的な５政策
１１施策を対象に実施し
ました。特に、政策の実
現手段である同計画実施
計画の再編時に事務事業
の方向性やプログラム化
を視点に評価を実施しま
した。

・事務事業の有効性に
視点をおいた評価を実
施し、前年度から継続
評価となった３施策と
新規１施策の計４施策
について評価を実施し
ました。
・政策形成過程への関
連付け、評価結果の公
表を実施しました。

・総合計画の進
行管理と協調し
た自己評価体制
の充実
・第２次美里町
総合計画の策定
準備

・自己評価体制の充実に
ついては、電算システム
の試行導入を推進しまし
た。
・総合計画の策定準備に
ついては、まちづくりア
イデアコンテストやまち
づくりワークショップな
どの取組を実施しまし
た。

・電算システムの
試行導入について
は、一部システム
の不具合があった
ことから、本格導
入までに至りませ
んでした。
・まちづくりアイ
デアコンテスト等
の実施結果につい
ては、提案事業の
推進及び平成２７
年度に予定する総
合計画への適切な
反映が求められま
す。

・電算システムの
不具合の解消を図
るとともに、自己
点検評価の自働化
を推進します。
・平成２７年１１
月に「まち・ひ
と・しごと創生
法」が制定され、
地方版総合戦略の
策定が求められて
いることから、第
２次美里町総合計
画との一体的な策
定を推進します。

　自己評価体制
の充実並びに第
２次美里町総合
計画の策定作業
及び地方版総合
戦略の一体的な
策定を推進しま
す。

・政策・施策形成に係
る進行管理調書を作成
し、自己評価を実施し
ました。
・「まち・ひと・しご
と創生総合戦略」を含
む、第２次美里町総合
計画を策定しました。

　新たな総合計
画の策定もあ
り、総合計画審
議会に自己評価
資料は提出しま
したが、政策評
価委員会は設置
せず、外部評価
は実施しません
でした。

　成果管理が十
分ではないた
め、評価、改善
の一連の動作に
結びついていな
い施策があるこ
とから、客観性
を確保する必要
があります。

　自己評価の評
価基準を明確化
しながら、政策
評価委員会を設
置し、施策の目
標達成に向け
た、事務事業の
展開手法を検証
します。

　よりよい施策の実現に向けて、
成果分析、評価、改善の手法及び
サイクルの確立に向けて、より一
層、担当課の取組管理の徹底を図
られたい。

※　一つの項目で、複数の指標設定している場合、又は、担当課が異なる場合、「項目№」に枝番を付してします。
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第２次行政改革　実施計画書一覧表

２．財政の健全化

平成２４年度 平成２８年度

項
目
№

重点等
項目 目的・目標 具体的な取組概要

Do【実施】
取組実績

Do【実施】
取組実績

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

8

中期収支見
込・財政健全
化計画の策定
及び公表

（平成27年
度までの収支
見込みに基づ
く財政健全化
計画の策定及
び公表）

企画財政課
/財政係

進捗管理者
 小野　英樹
担当者
 高橋　明子

・平成１９年度に第
１次財政健全化計画
（平成１９年度から
平成２３年度まで）
を策定しました。
・平成２０年度、平
成２１年度に一部見
直しを行いました。

【目的・目標】
　中期の財政計画を策
定し、計画的な財政運
営に努めます。

【指標】
　実質公債費比率

【目標値】
　１５．０％以下

　財政健全化計画の
策定及び進捗管理を
行います。

　第２次財政健全化計
画（平成２５年度から
平成２７年度まで）を
策定し、広報紙及び町
のホームページで公表
しました。

【実績値】１４．８％

・前年度決算状況の分析
・前年度取組状況の公表

【実績値】１４．３％

・前年度決算
状況の分析
・前年度取組
み状況の公表
・分析結果に
基づいた、財
政健全化計画
の見直し

・前年度決算状況の分析
・前年度取組状況の公表

【実績値】１２．８％

　計画どおりに実施
しています。指標
は、これから分析し
確定となります。

　今後も計画的な財政運
営に努め、さらに目標値
を下回るように進めてい
きます。

・前年度決算状況の分析
・前年度取組み状況の公
表
・分析結果に基づいた、
財政健全化計画の見直し
・中期財政計画の策定

・前年度決算状況の分析
・前年度取組状況の公表

【実績値】　　．　％

・中期財政計画策定のため
の財政推計の実施

・計画どおりに実施して
います。指標は、これか
ら分析し確定となりま
す。

・財政健全化計画と合わ
せて、中期財政計画を策
定する準備を進めていま
す。

　今後も計画的な財政運営
に努め、さらに目標値を下
回るように進めていきま
す。

・前年度決算状況の分析
・前年度取組み状況の公
表
・分析結果に基づいた、
財政健全化計画の見直し
を進めます。

　総合計画の施策推進、職員
定員適正化計画、施設管理計
画及び委託化基本方針と一体
的な取組から財政の健全化に
努めるとともに、外部監査等
による経営分析の導入も検討
されたい。
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総合計画の進
行管理の徹底

（取組の重点
化、実施計画
の作成と公
表）

企画財政課
/政策係

進捗管理者
 小野　英樹
担当者
 尾形　賢太

　平成２１年度か
ら、実施計画と予算
との関連付けを図る
ため「事業別予算」
の編成に取り組むと
ともに、実施計画の
作成及び公表を行い
ました。

【目的・目標】
　効果的なマネジメン
ト・サイクルの確立に
努めます。

【指標】
　政策協議体制の確立

【基準値】
　定性目標のためなし

　施策・事務事業
（実施計画）の管理
を進めており、政策
評価と同様に取り組
みます。

　目的・目標をより意
識した事業展開を図る
ため、事業別予算から
施策別予算への体系の
移行を図り、実施計画
を作成及び公表しまし
た。また、政策形成過
程の充実を図るため、
サマーレビュー（夏季
政策協議）を試行的に
導入し、政策、人事、
財政、行政改革の視点
から一体的に取組を行
いました。

　実施計画作成に至る一
連の政策形成過程の充実
を図った。
・サマーレビュー（施策
協議）【継続】
・オータムレビュー（政
策協議）【新規】

・サマーレ
ビュー（施策
協議）
・オータムレ
ビュー（政策
協議）

※第２次美里
町総合計画の
策定準備

・サマーレビュー（夏季政策
協議）を実施
・総合計画の策定準備につい
ては、まちづくりアイデアコ
ンテスト等を実施

　一連の政策形成過
程の構築を図ること
ができてきたことか
ら、事務事業の自己
評価体制の効率化が
必要です。

　平成２７年１１月に
「まち・ひと・しごと創
生法」が制定され、地方
版総合戦略の策定が求め
られていることから、第
２次美里町総合計画との
一体的な策定を推進す
る。

・サマーレビュー（施策
協議）
・オータムレビュー（政
策協議）
※第２次美里町総合計画
の策定作業

・これまでの総合計画に基
づいた施策の進行状況の確
認作業として、下記レ
ビューを行いました。
　サマーレビュー（施策協
議）
　オータムレビュー（政策
協議）
　総合計画の施策目標の達
成状況は、５８．１％とな
りました。
・新たな総合計画を策定し
ました。

・一連の政策形成過程を
構築することはできまし
た。

・新たな総合計画におい
て、重点施策を設定しま
した。

・施策目標達成に向けた
事務事業の有効性の検証
が必要です。

・新たな美里町総合計画の
実施計画において、事務事
業の再編作業が必要となり
ます。

・事務事業における自己評
価体制の充実を図ります。

・サマーレビュー（施策
協議）
・オータムレビュー（政
策協議）

※施策目標実現のため、
より一層、施策と事務事
業の関連付けを進め、一
体的な取組から成果の客
観性の確保に努めます。

　【№７政策評価委員会の設
置と評価結果の公表】及び
【№８中期収支見込・財政健
全化計画の策定及び公表】と
一体的な取組を推進された
い。
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人件費の見直
しと公表

（非常勤特別
職も含め、各
種手当の再調
査及び公表）

総務課
/人事給与係

進捗管理者
　日野　剛
担当者
　高橋　一夫

　人事院勧告に基づ
いて毎年度見直しを
行いました。
　特別職（三役）の
報酬は、平成１９年
４月から１０％削減
しました。
　職員の期末勤勉手
当は、平成２０年・
平成２１年に加算額
を減じたほかに、管
理職手当、特殊勤務
手当の見直しを行い
ました。

【目的・目標】
　財政の健全性を維持
するために、人件費の
抑制に努めます。

【指標】
　経常収支比率のうち
人件費

【基準値】
　２５．４％

　毎年度、結果につ
いて公表しており、
類似団体等との比較
結果を参考に、必要
に応じた見直しを行
います。

　人事院勧告に基づい
て、５５歳を超える職
員の昇給を停止しまし
た。
　人件費の状況の公表
については、人事行政
の運営並びに給与及び
定員管理等について公
表しました。

【実績値】２４．７％

・平成２５年度は、人事
院勧告が行われなかった
ため、勧告に準じた改正
は行っていません。
・人事行政の運営並びに
給与及び定員管理等につ
いて広報紙及び町のホー
ムページで公表を行いま
した。
・管理職手当を見直しま
した。

【実績値】２４．０％

・人事院勧告
に基づいた見
直し
・人事行政の
運営並びに給
与及び定員管
理等について
公表
・委託化検討
項目の正規職
員の人件費と
のコスト比較

・平成２６年度の人事院勧告
に基づき給与改定を行ってい
ます。
　改正項目は、給料表の改
定、通勤手当の引上げ、勤勉
手当の支給率の引上げ及び寒
冷地手当の新たな制度化にな
ります。
・人事行政の運営並びに給与
及び定員管理等ついては、広
報紙及び町のホームページで
公表しました。

【実績値】２４．３％

　計画どおりに実施
しています。指標
は、これから分析し
確定となります。
 正規職員数の減少
と非正規職員の増加
について、引続き保
育及び幼児教育部門
業務について委託化
に向け検討する必要
があります。

・正規職員の減少に伴
い、多様な任用形態の活
用が求められています。
・平成２７年度から任期
付職員、再任用職員の雇
用を進めていきます。

・人事院勧告に基づいた
見直し
・人事行政の運営並びに
給与及び定員管理等につ
いて公表

・平成２７年度の人事院勧
告に基づき給与改定を行っ
ています。
　改正項目は、給料表の改
定、勤勉手当の支給率の引
上げとなります。
・公表については、広報紙
及び町のホームページで公
表を行っております。

　計画どおりに実施して
います。指標について
は、今後、分析し確定と
なります。

・正規職員の定年退職者の
増加に伴い、階層変動によ
り人件費の減少は進んでい
ますが、一方で、臨時・非
常勤職員の増大につながっ
ています。
　今後は、多様な任用形態
の職員の活用を進めていか
なければなりません。

・人事院勧告に基づいた
見直し
・人事行政の運営並びに
給与及び定員管理等につ
いて公表

　人事院勧告に基づいた見直
しが行われ、公表も実施され
ています。特殊勤務手当等も
町独自の支給はないようです
が、総人件費の抑制の取組と
して、臨時・非常勤職員、正
規職員雇用及び委託費のコス
ト比較を行い、職員数の削減
が効果的な取組となっている
か検証する必要があります
（【№30職員定員適正化計画
の策定と公表】、【№36事務
事業の委託化方針の策定】と
関連）。
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補助金等の抜
本的見直し

（補助基準の
明確化、補助
基準の客観
性・透明性の
確保を念頭に
おいた方針の
策定、削減目
標の提示）

総務課
/総務係

進捗管理者
　伊勢　聡
担当者
　髙橋　憲彦

　法令外負担金審査
会を設置し、各団体
で作成した補助金等
要請書について補助
基準により毎年度審
査しました。
　その結果として、
３３団体の補助金の
見直しを行いまし
た。

【目的・目標】
　法令外負担金審査会
を開催して、補助金制
度の適正な運営に努め
ます。

【指標】
　法令外負担金審査会
の開催

【基準値】
　定性目標のためなし

　補助基準につい
て、必要に応じた見
直しを行い、法令外
負担金審査会の適切
な運営に努めます。
　また、団体により
活動内容が異なるこ
とから、削減目標を
設けるのでなく、団
体の活動内容等から
判断し、公平性と透
明性の確保に努める
ため、団体のヒアリ
ングを検討します。

　法令外負担金審査会
で補助金等要請書に基
づき、平成２５年度分
の補助金等について審
査しました。

　要請金額見直し団体
数

　５件

　法令外負担金審査会を
開催し、補助金要請書の
内容について審査しまし
た。

・要請金額見直し団体数
　２件
・補助団体の実施事業の
再検討指示
　１件

・補助基準に
ついて、必要
に応じた見直
し
・法令外負担
金審査会の運
営
・団体ヒアリ
ングの実施検
討

・法例外負担金審査会を開催
し、補助金要請書の内容を審
査しました。

・要請金額見直し団体数
　３件
・補助基準の見直し、団体ヒ
アリングの検討は、ほかの業
務との兼ね合いで時間を確保
できませんでした。

　法例外負担金審査
会を実施できました
が、短期間での取組
となりました。

　補助基準の妥当性等に
ついては、随時、検討す
る必要があり、実施に向
けた取組の時期を早め、
検討する必要がありま
す。

・補助基準について、必
要に応じた見直し
・法令外負担金審査会の
運営

・法令外負担金審査会を開
催し、補助金要請書の内容
を審査し、補助金で行うべ
き事業であるかについても
検証し、必要な見直しを
行った。

・要請金額見直し件数
　８件

　法令外負担金審査会を
開催し、担当課のヒアリ
ングを実施しました。

　補助金の必要性、効果測
定により、一層、透明性が
図られるよう補助基準の再
点検が必要です。

・補助基準について、必
要に応じた見直し
・法令外負担金審査会の
運営

　補助金の目的及び必要性を
再確認するとともに、取組成
果に対する審査をより厳格に
進められたい。そのために
も、補助金等要請団体に対す
るヒアリングを実施された
い。
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公共施設の統
廃合を含めた
効率的な運用

（老朽化施設
の計画的な統
廃合、教育施
設等の整備計
画の策定）

防災管財課
/施設管理係

進捗管理者
　堀田　幸喜
担当者
　阿部　秀樹

　各施設ごとの管理
計画を作成しました
が、統廃合の検討は
行えていません。

【目的・目標】
　管理運営する施設の
有効性について検討し
ます。

【指標】
　施設管理計画の策定

【基準値】
　定性目標のためなし

　公有財産管理台
帳、施設管理計画の
整備を進めながら、
施設の有効性等につ
いて検討を進めま
す。

　公有財産台帳のデー
タの整備を進め、シス
テム化しました。
　また、公営住宅につ
いては、長寿命化計画
の策定及び債権管理に
努めました。

　災害公営住宅の建設事
業等により事務事業が計
画どおり進まず、長期的
視点からの内容検討を図
ることができませんでし
た。

　施設管理計
画を策定し、
施設の再配置
を検討

　平成２６年４月２２日、総
務大臣より公共施設等総合管
理計画の策定通知がありまし
た。国の方針の決定を踏ま
え、町の基本方針を決定し、
総合管理計画を策定する方向
としました。

　施設管理計画の内
容検討、計画策定手
法の検討を行いまし
た。

　計画の策定に当たって
は全庁での取組となるこ
とから、関係各課の共通
認識が必要となるため、
打合せ等を行っていきま
す。

　公共施設等総合管理計
画（行動計画）の策定

スケジュールに従って、ほ
ぼ予定通りの進捗状況で
あった。

平成27年度内に「美里町
公共施設等総合管理計
画」の策定が完了

町の財政状況と合わせて、
今後の具体的な実施方法の
検討が必要

「美里町公共施設等管理
計画」の策定が完了し公
表済み。今年度以降は各
担当課による「個別施設
計画」策定予定。

　早期に、統一的に長寿命化
及び維持管理費用を確認し、
利用状況等から施設の妥当性
について検討されたい。検討
に際しては、民間での施設管
理の取組及び指定管理者制度
等の民間活力について十分に
検討され、きめ細かな施設管
理及び接遇改善等から住民
サービスの向上に努められた
い（【№37施設管理の民営
化・委託化方針の策定】及び
【№14施設使用料等、受益者
負担の見直し】と関連）。
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公共施設の統
廃合を含めた
効率的な運用

（老朽化施設
の計画的な統
廃合、教育施
設等の整備計
画の策定）

教育総務課
/管理係

進捗管理者
　須田　政好
担当者
　早坂　幸喜

　幼稚園の統合につ
いて計画し、実施し
ました。

【目的・目標】
　学校教育施設の再編
を見据えた施設等の整
備計画を作成します。

【指標】
　整備計画の策定

【基準値】
　定性目標のためなし

　子どもにとって、
よりよい学校環境の
在り方を調査審議す
る学校教育環境審議
会での審議を進めま
す。

　平成２４年度におい
て、学校教育環境審議
会を５回開催し、主に
学校の適正な規模及び
配置について審議しま
した。

　今年度、学校教育環境
審議会が８回開催され、
答申書が提出されまし
た。

　教育施設の
整備計画の策
定

　学校教育環境整備方針作成
のため、教育委員会で継続協
議をしています。具体的な取
組としては、施設見学や現場
の意見を聴き取りながら現地
調査を行いました。また、将
来の学校の在り方について、
保護者と教職員にアンケート
を実施しました。

　教育施設の整備計
画の策定までは至り
ませんでした。

　平成２７年度も継続し
て検討を行います。

「学校再編ビジョン」を
作成し、町民に示しま
す。

「学校再編ビジョン」を作
成するために、町民を対象
とした意見交換会を6回開
催しました。

「学校再編ビジョン
（案）」を作成し、総合
教育会議及び議会全員協
議会に示しました。

「学校再編ビジョン
（案）」のバブリックコメ
ントは、平成２８年４月に
なります。

　方針に基づく長寿命化
又は学校再編への取組を
進めます。

　施設の再点検を行うととも
に学校ごとの児童・生徒数に
ついても考慮し、検討を進め
られたい。

委員会コメント
担当課

/係
/担当者

これまでの取組
と課題

実施方針 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度区分
第2次美里町
行政改革大
綱・記載項目
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第２次行政改革　実施計画書一覧表

２．財政の健全化

平成２４年度 平成２８年度

項
目
№

重点等
項目 目的・目標 具体的な取組概要

Do【実施】
取組実績

Do【実施】
取組実績

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

委員会コメント
担当課

/係
/担当者

これまでの取組
と課題

実施方針 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度区分
第2次美里町
行政改革大
綱・記載項目
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◎

税金等収納率
改善システム
の確立

（税、使用
料、手数料等
の実態公表、
個別管理、徴
収担当者の増
員、学校での
啓発）

徴収対策課
/徴収対策係

進捗管理者
　菅井　清
担当者
　門間　裕匡

　平成１９年度にコ
ンビニ納付を開始、
平成２１年度に徴収
対策課を設置し、徴
収体制の強化を図り
ました。
　税（国民健康保険
税含む。）の滞納繰
越分の徴収率の推移
　平成１９年度
　　１５．９７％
　平成２２年度
　　２４．７６％

【目的・目標】
　公平な住民負担及び
自主財源の安定的確保
に向け、税等所有する
債権の管理及び回収に
努めます。

【指標】
　現年度分の徴収率９
８．０％未満の科目件
数の減少

【基準値】
　１５科目
　（平成２３年度）

　取組方針を定め、
担当課と徴収対策課
の役割を明確にし、
現年度分の徴収体制
の強化を図ります。

　滞納繰越分の徴収率
は、上昇しており、関
係課と連携し、現年度
分の徴収率向上と使用
料等の債権管理状況の
把握努めましたが、具
体的な計画の策定まで
は至りませんでした。
　計画策定後、徴収に
係る業務の委託化につ
いても検討します。

【徴収率９８．０％未
満科目】
　１５科目

・収納向上対策実施計画
を策定，税及び債権収納
向上対策本部会議3回，
実務担当者会議2回
・「美里町税外収入の督
促及び延滞金の徴収に関
する条例」及び「財務規
則」の改正
・徴収職員の設置
・公金の債権回収業務を
開始（美里町納付推進セ
ンター）
・内部研修の実施
（管理職、新規採用職員
研修1回、債権管理研修
（一般）2回、（私債
権）1回、（公債権）2
回）
・任期付短時間勤務職員
の導入協議

【徴収率９８．０％未満
科目】１４科目

・債権の管理
及び回収の徹
底
・債権管理の
内部研修の実
施
・実務担当者
会議の開催
・目標金額の
設定
・任期付短時
間勤務職員
を、２人任用
しましす。

・回収不能となった私債権（住
宅・水道）の債権放棄の実施
・美里町債権管理条例の制定、美
里町税条例/美里町税外収入の督
促及び延滞金の徴収に関する条例
等の一部改正により、各種債権の
統一基準が整った。
・美里町債権管理条例制定に伴う
財務規則改正、収納日管理の実施
により、徴収環境が整った。
・債権管理の内部研修（新規採用
職員研修1回、一般研修6回、専門
研修3回）
・会議等の開催（対策本部会議6
回、実務担当者会議5回）
・任期付職員2名導入で、研修や
条例の整備、滞納整理に職員の能
力向上が図られた。

【徴収率９８．０％未満科目】
　　科目　１０科目

　指標は、現在、把
握できていません
が、予定していた取
組について、概ね達
成ができました。

・美里町債権管理条例の
制定によって、条件整備
が整った。今後はその運
用のチェックが重要とな
ります。
・平成２８年１月に入替
えとなる基幹システムに
ついて、債権管理に対応
できるシステム導入が必
要です。
・高度なスキルを持つ任
期付職員の導入期間中、
できるだけ多くの職員が
そのスキルを継承できる
よう、実務担当者会を継
続して開催する必要があ
ります。

・美里町債権管理条例の
制定に伴い、各債権の管
理徴収に関する課題の発
掘と改善策の検討
・平成２６年度では債権
管理に関する基本項目に
ついての条件整備を行っ
てきたが、平成２７年度
から統一基準に基づく債
権管理が実施されるた
め、収入の目標金額設定
は、平成２７年度の運用
状況を踏まえ、債権管理
の一つに指標として債権
所管課に周知する。
・債権管理研修は、基本
的な内容を繰り返して行
うことが効果的であるこ
とから、継続して研修を
行います。

・美里町債権管理条例施行
後半年経過時点での実施状
況について調査し、所管課
の実態を把握した。
・歳入実態の把握のため、
所管課に毎月「債権管理に
関する報告書」を提出させ
た。
・対策本部の会議１回、職
員対象の内部研修を２回、
市町村アカデミーへの研修
派遣及び県内関係団体主催
の研修に担当職員を参加さ
せた。

・平成２４年度対策本部
をスタートさせ、債権管
理を推進、平成２７年４
月債権管理条例が施行し
１年となるが、所管課の
進捗状況は想定目標に
至っていない。
・定例の月次報告によ
り、年間歳入金額の推移
及び督促発布状況の把握
ができた。
・債権研修については、
繰り返し実施してゆくこ
とで職員の習得が確実な
ものとなると考え、今後
も開催したい。一方派遣
研修は、参加申し込みが
著しく少ない。

・債権管理の推進では、その実践
について論ずる以前に、所管課で
推し進める必要があるのか、ある
いはその重要性の認識が進んでい
ないと推察される。所管課の実態
を掴んだ上で、根本的に問題点の
解決にあたる必要があるのではな
いか。
・定例の月次報告（収納状況等）
について報告を求めているが、そ
の実態をもとに改善を行う実態が
見受けられない。報告がない課も
あり、業務に対する債権管理の重
要性を認識させる必要がある。
・債権管理の基本は、会計管理者
にあるので、会計管理者と協議し
てまいりたい。
・ここ４年間債権管理の研修を継
続してきたが、研修内容を自己の
業務に転換できていない状況があ
る。また、積極的な参加が得られ
ない状況である。今後も継続し、
個々の職員の自己啓発が必要と思
われる。

・債権の管理及び回収の
徹底
・債権管理の内部研修の
実施
・実務担当者会議の開催

　各種の取組により徴収率が
改善していますが、継続的な
取組とするためにも、今後
は、啓発活動の推進、徴収等
にあたる職員のメンタルケア
及び研修を通じた職員の意識
向上に向けた取組を推進する
必要があります。また、債権
管理を徹底するために、時効
対策を適切に行い公平性の確
保に努められたい。
　なお、徴収率の改善は公平
性の確保はもちろんのこと、
財政の健全化に寄与するもの
であり、徴収率に限らず目標
金額等も掲げ、取り組まれた
い。
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税金等収納率
改善システム
の確立

（税、使用
料、手数料等
の実態公表、
個別管理、徴
収担当者の増
員、学校での
啓発）

税務課
/管理徴収係

進捗管理者
　及川　一
担当者
　梯谷　巧志

　賦課・徴収体制の
確立、納税普及に努
めましたが、学校と
連携した取組は、行
えませんでした。

【目的・目標】
　税の使い道など納税
の大切さを通じて、健
全な金銭感覚を養うた
めに納税の啓発に取り
組みます。

【指標】
　小・中学校での金銭
（租税）教育の実施回
数

【目標値】
　年６回

　学校教育又は父兄
参加機会等での納税
等意義及び啓発に努
めます。

　現年度分の徴収率向
上及び債権管理状況の
把握に努め、収納率向
上に向けた取組を行い
ました。
　学校と連携した取組
は、行えませんでし
た。

　実施要望のあった青
生、不動堂小学校２校で
税務課職員が講師とな
り、出前講座を実施しま
した。

・学校との連
携を図るた
め、教育委員
会を交え実施
協議を進め
る。
・税務課職員
の各種研修へ
の積極的参加
による知識向
上を図る。
・実施する
小、中学校の
拡充

・８月の校長会において租税
教室の開催を依頼しました。
・租税教室講師養成研修に職
員１人を派遣しました。
・１２月に２校（青生小・小
牛田小）で租税教室が実施さ
れました。２校には大崎地区
租税教育推進協議会からの依
頼を受け講師として税務課職
員を派遣しました。

 目標数の６校は、
達成できませんでし
た。

・大崎地区租税教育推進
協議会との情報連携の強
化
・未実施校等に対する校
長会等を通じた事業説明
の強化

　実施する小、中学校の
拡充するため次の取り組
みを行います。
・学校への働きかけの強
化のため、事例集の配布
を行います。
・大崎地区租税教育推進
協議会を通じた働きかけ
を強めます。
・講師養成研修参加者を
増やします。

・講師養成研修参加者を1
名から2名に、租税教室の
講師についても2名に増や
しました。
・実施校も従来の小学校２
校から中学校１校が増えま
した。

実施校は拡大しました
が、目標は達成できてい
ません。

学校への働きかけが不十分
でありました。大崎地区租
税教育推進協議会への働き
かけはもちろん町内小学校
への直接的な働きかけ方を
工夫していかなければなり
ません。

　実施する小、中学校の
拡充するため次の取り組
みを行います。
・学校への働きかけの強
化のため、事例集の配布
を行います。
・大崎地区租税教育推進
協議会を通じた働きかけ
を強めます。
・講師養成研修参加者を
増やします。

　物が溢れている時代である
からこそ、健全な金銭感覚を
養うための金銭・租税教育
は、必要な取組です。職員数
が減少する中で債権管理の強
化等に取り組まれています
が、目の前の成果だけに捉わ
れることなく、ぜひ、このよ
うな大切な取組を推進された
い。
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施設使用料
等、受益者負
担の見直し

（全施設の収
支調査、使用
料及び各種手
数料の見直
し）

防災管財課
/施設管理係

進捗管理者
　堀田　幸喜
担当者
　阿部　秀樹

　平成２２年４月に
公共物の使用料の見
直しを行いました
が、施設等の使用料
の見直しについて
は、行っていませ
ん。

【目的・目標】
　施設使用料の妥当性
について検討し、自主
財源の確保に努めま
す。

【指標】
　施設の収支調査の実
施

【基準値】

　施設管理計画を策
定するに当たり、施
設ごとの収支調査を
行い、施設使用料及
び施設の有効性につ
いて施設管理計画の
策定と一体的に検討
を進めます。

　№12-1「公共施設の
統廃合を含めた効率的
な運用」項目の取組に
努めました。

　公共物占用料・道路占
用料・行政財産使用料・
普通財産貸付料について
消費税改正及び、地価の
下落に伴う調査を行い、
料金の改正を行いまし
た。

　施設管理計
画と一体的に
施設ごとの収
支を調査し、
使用料の妥当
性を検討

　施設管理計画と一体的な取
組のため、施設管理計画策定
へ重点を置きました。

　施設管理計画策定
へ重点を置き、施設
管理計画の内容検
討、計画策定手法の
検討を行いました。

　施設管理計画策定を予
定どおり、行っていきま
す。

公共施設等総合管理計画
（行動計画）の策定

現時点では、公共物の使用
料については、見直しは
行っておりません。

公共施設等総合管理計画
の策定を行いました。

公共施設等総合管理計画
（個別計画）の策定に合わ
せて見直しの検討を図る。

公共施設等総合管理計画
（個別計画）の策定を踏
まえ、施設の再配置を検
討するとともにまた、消
費税率の改定を見据えな
がら、使用料の妥当性を
検討。

　公共施設の効率的な運用を
行う上で、収支状況を取りま
とめ、利用状況及び維持費用
から適正な料金の転嫁を実施
されたい。
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分譲団地の販
売促進強化

（駅東、練牛
分譲団地の販
売促進強化）

まちづくり推
進課
/定住化推進係

進捗管理者
　髙橋　章一
担当者
　角田　克江

 ゆとり～と小牛田
については、住宅供
給公社で販売してい
ますが、平成２３年
度に復興応援価格が
設定されました。
　グリーンタウン
（練牛）の販売は町
で行っていますが、
平成２３年度に被災
者支援の減免措置を
講じました。
　新聞、中吊り広告
掲載、住宅取得支援
金（建物の固定資産
税相当分）による販
売促進を行ってきま
した。

【目的・目標】
　分譲地の住宅取得を
推進し、人口減少の抑
制に努めます。

【指標】
　総合計画で掲げてい
る基準人口の維持率

【目標値】
　１００％

　定住化促進のた
め、住宅取得者に対
する支援策を実施
し、販売を促進しま
す。

１．駅東（ゆとり～と
小牛田）の販売実績
　平成23年度80件契
約、新規住宅取得支援
金18件
　平成24年度63件契
約、新規住宅取得支援
金19件
　（残り254区画）
２．練牛（グリーンタ
ウン南郷）の販売実績
　平成23年度　6件契
約、新規住宅取得支援
金1件
　平成24年度　1件契
約、新規住宅取得支援
金0件
　（残り2区画）

住基人口　25,199人
（４月１日現在、外国
人登録を除く）

１．駅東（ゆとり～と小
牛田）の販売実績
　平成25年度45件契約、
新規住宅取得支援金58件
　（残り197区画）
２．練牛（グリーンタウ
ン南郷）の販売実績
　平成25年度　0件契
約、新規住宅取得支援金
3件
　（残り2区画）

基準人口　25，094人
住基人口　25,135人（４
月１日現在、外国人登録
を除く）

・住宅取得支
援金の交付を
継続して行い
ます。
・宮城県住宅
供給公社が
行っている生
活支援施設用
地等の販売広
報活動に協力
します。

　宮城県住宅供給公社と新た
な広報活動について協議を行
いました。
１．駅東（ゆとり～と小牛
田）の販売実績
　平成26年度35件契約、新規
住宅取得支援金79件
　（残り160区画）
２．練牛（グリーンタウン南
郷）の販売実績
　平成26年度　0件契約、新規
住宅取得支援金3件
　（残り2区画）

基準人口　24,977人
住基人口　25,192人（４月１
日現在、外国人登録を除く）

　基準人口に対して
目標は達成していま
すが、駅東地区に
限った人口の増加と
なっています。

　生活支援施設用地等へ
の企業誘致が実現できて
いないことから、継続的
な広報活動を販売元であ
る宮城県住宅供給公社と
ともに進めていきます。

・子育て世代への支援の
強化を図る新しい奨励金
を創設します。
・宮城県住宅供給公社が
行っている生活支援施設
用地等の販売広報活動に
協力します。

　子育て世代等への支援を
強化した新しい補助金を創
設しました。
　生活支援施設用地へ新規
企業が進出しました。
１．駅東（ゆとり～と小牛
田）の販売実績
　平成27年度76件契約、新
規住宅取得支援金64件
　（残り80区画）
２．練牛（グリーンタウン
南郷）の販売実績
　平成27年度　1件契約、
新規住宅取得支援金1件
　（残り1区画）

基準人口　24,861人
住基人口　24,983人（４月
１日現在、外国人登録を除
く）（25,063人（3月1日）

　基準人口に対して目標
は達成していますが、震
災復興に時間を要してい
るため、被災地からの移
住者も多くおります。

　生活支援施設用地への企
業進出は叶いましたが、生
活利便施設は十分ではない
ことから、引き続き宮城県
住宅供給公社とともに誘致
活動を進めていきます。

・定住促進事業制度を広
く周知していくことに努
め、また、定住支援の一
環として、空き家等情報
の収集及び提供にも努め
てまいります。
・宮城県住宅供給公社が
行っている生活支援施設
用地等の販売広報活動に
協力します。

　駅東の住宅地の販売は、住
宅供給公社が行っており、売
れ残りによる町の負担はあり
ませんが、震災特需の陰りが
見える前に、積極的な販売促
進に向けた新たな取組を検討
されたい。
　特に、町の賑わいづくりの
観点から、面積の大きな事業
用地の販売強化のために、事
業用地を細分化し、コンビニ
エンスストア等の立地推進に
向けた働きかけを進められた
い。

16

未利用地等の
売却及び活用

（町所有の遊
休土地・建物
の利用見込調
査と売却、賃
貸借等行動計
画の策定と推
進）

防災管財課
/財産管理係

進捗管理者
　櫻井　英治
担当者
　堀田　幸喜

　町有財産有効活用
検討委員会を設置
し、検討を進め、平
成２２年１０月に入
札広告を行いました
が、応募はありませ
んでした。

【目的・目標】
　遊休土地の有効利用
及び売却から自主財源
の確保に努めます。

【指標】
　遊休土地の売却件数

【目標値】
　８件

　公有財産管理台帳
の整備を進め、遊休
土地の売却を進めま
す。

　№12-1「公共施設の
統廃合を含めた効率的
な運用」項目の取組に
努めました。

・遊休土地の入札公告
１件　１件売却
・ 売却予定地に看板を
設置
・以前に入札公告を
行った物件（７件）の
先着順売払いを実施し
ましたが、応募はあり
ませんでした。

　施設管理関係課に対
し、公有財産台帳の建物
について確認調査を実施
しました。

・整備した公
有財産台帳か
ら遊休土地の
リスト化
・賃貸等遊休
土地の利用方
法の検討
・遊休土地の
入札公告の実
施予定　２件

　遊休土地の入札公告の実施
（２件）を行いましたが、応
募はありませんでした。

・入札公告実施、２
件。
・以前からの入札公
告物件の売払い１件

　入札公告を実施しまし
たが、公募がありません
でした。今後は、売払い
物件の情報を常時、広く
発信する必要がありま
す。

・遊休土地の入札公告の
実施
・売払い物件をホーム
ページへ掲載

遊休地1件の売却を一般競
争入札により、実施した。

目標の売却額には達しな
かった。

今後はこれまで以上に売却
を実施すべく、PR等に努め
ていく。

・遊休土地の入札公告の
実施
・売払い物件をホーム
ページへ掲載

遊休地の売却について
は、今後も積極的に進め
て行く。

　保有財産の資産評価を早期
に行うべきです。そして、町
のホームページを活用し、売
却予定地の情報を継続して広
く発信されたい。また、賃貸
についても検討し、土地を求
める方のニーズに応じた遊休
土地の利用方法を検討された
い。
　なお、土地の立地状況にも
よりますが、単に売却のため
の入札を行うだけではなく、
例えば、本町は脱原発を掲げ
ており、再生エネルギー設備
の設置等のような各種施策と
連携した有効な土地の活用方
法を検討されたい。
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第２次行政改革　実施計画書一覧表

２．財政の健全化

平成２４年度 平成２８年度

項
目
№

重点等
項目 目的・目標 具体的な取組概要

Do【実施】
取組実績

Do【実施】
取組実績

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

委員会コメント
担当課

/係
/担当者

これまでの取組
と課題

実施方針 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度区分
第2次美里町
行政改革大
綱・記載項目

17

企業立地の推
進

（立地したく
なるような魅
力あるまちづ
くり、地元企
業に対する支
援）

企画財政課
/企業立地推進
係

進捗管理者
 小野　英樹
担当者
 尾形　賢太

　平成１９年度に企
業誘致等行動計画を
策定し、取組を開始
し、新規企業の誘致
及び既存企業の支援
を行ってきました。
これまで、既存企業
の３社が増設、新規
企業４社と立地協定
を締結しました。

【目的・目標】
　企業誘致の実現と町
内企業の経営状況の改
善に向けた取組みを推
進します。

【指標】
　工業統計調査による
製造品等出荷額

【目標値】
　　２８０億円

　立地候補地の条件
整備を進めます。

・企業立地セミナーの
開催
・企業訪問の実施
・新規企業３社が操業

【工業統計調査による
製造品等出荷額】
　２７３億円

・企業立地セミナーを開
催
・企業訪問を実施
・新たにコールセンター
を誘致

【工業統計調査による製
造品等出荷額】
　３００億円

・企業立地セ
ミナーの開催
・企業訪問の
実施

・東京都内及び名古屋市内に
おいて企業立地セミナーを開
催しました。
・企業訪問を実施
【工業統計調査による製造品
等出荷額】
　３２６億円

　目標を達成するこ
とができました。

　引き続き、誘致活動を
推進し、目標値の更なる
向上に努めます。

・企業立地セミナーの開
催
・企業訪問の実施

・東京都内及び名古屋市内
において企業立地セミナー
を開催しました。
・企業訪問を実施

【工業統計調査による製造
品等出荷額】
　３５７億円

　目標を達成することが
できました。

　引き続き、誘致活動を推
進し、目標値の更なる向上
に努めます。

・企業立地セミナーの開
催
・企業訪問の実施

　地域活力の源でもある地域
産業の活性化に向けた取組と
して、ほかの地域との差別化
及びその情報発信により、新
たな雇用創出を図る取組を進
められたい。

18

その他広告収
入等収入増施
策

（町広報紙、
ホームページ
への広告掲
載、住民バス
等への広告掲
載）

総務課
/総務係

進捗管理者
　髙橋　憲彦
担当者
　加藤　敏典

　平成２０年度から
広報紙及び町のホー
ムページへの広告掲
載を実施ました。
　平成２３年度時点
で、広報紙は、掲載
枠に多くの申込みが
あるのに対して、町
のホームページは、
広告掲載の申込みが
少ない状況にありま
す。
　平成２３年度
　　１１５万円

【目的・目標】
　広報紙、町のホーム
ページへの広告掲載を
推進し、自主財源の確
保に努めます。

【指標】
　広告収入額

【目標値】
　１４０万円

　広報紙、町のホー
ムページのほか、住
民バス未利用地での
看板事業等の可能性
を検討し、財源の確
保に努めます。

　広報紙、町のホーム
ページへの広告掲載主
を募集し、自主財源の
確保に努めました。
　その結果、広報紙の
広告掲載の申込みが多
くなりました。

広告収入　144万8千円
・広報紙　120万円
・町のホームページ
　　　　　24万8千円

　広報紙、町のホーム
ページへの広告掲載主の
募集に努め、自主財源の
確保に努めました。

広告収入　126万8千円
・広報紙　114万円
・町のホームページ
　　　　　12万8千円

・広報紙、町
のホームペー
ジへの広告掲
載の募集
・有効な広告
媒体の検討

・広報紙、町のホームページ
の広告掲載を募集し、継続契
約に努めました。

広告収入　119万6千円
・広報紙　103万8千円
・町のホームページ
　　　　　15万8千円

・広告募集業務について、外
部の専門性を活用するため、
業務委託の入札公告を行いま
したが、応募がありませんで
した。

・広報紙の広告収入
が減少し、収入額は
目標額の85％に留ま
りました。

・有効な広告媒体に
ついては、具体的な
検討まで至りません
でした。

・広報紙の発行回数が、
これまでの月２回から月
１回に変更となり広告枠
が減少することから、広
告掲載主の確保に努める
ます。

・広告募集業務の外部委
託について、内容を再検
討し、財源確保に努める
必要があります。

・広報紙、町のホーム
ページへの広告掲載の募
集
・有効な広告媒体の検討

　広報紙、町のホームペー
ジの広告掲載を募集し、継
続契約に努めました。

広告収入　 96万6千円
・広報紙　 88万8千円
・町のホームページ
　　　　　　7万8千円

　広報紙の発行回数を見
直したこともあり、収入
額は減少しています。

　広報紙の発行回数を見直
したことから、目標の達成
は難しいものの、時間を掛
けて新規の広告掲載業者を
探すとともに、広告媒体と
しての魅力を高めること
と、新たな広告媒体を検討
する必要があります。

・広報紙、町のホーム
ページへの広告掲載の募
集
・広告媒体の検討

　広報紙は、広告の掲載募集
に対して応募が相当数あるよ
うですが、定期的に広く募集
されたい。また、町のホーム
ページについては、広告媒体
としての価値を高める取組
（【№１行政情報のわかりや
すい積極的な公表と説明責任
の確立】）を推進されたい。
　なお、新たな広告媒体の検
討については、遊休土地への
看板設置等の実施（【№16未
利用地等の売却及び活用】）
を検討されたい。

※　一つの項目で、複数の指標設定している場合、又は、担当課が異なる場合、「項目№」に枝番を付してします。

5/14



第２次行政改革　実施計画書一覧表

３．地方公営企業等の経営安定化

平成２４年度 平成２８年度

項
目
№

重点等
項目 目的・目標 具体的な取組概要

Do【実施】
取組実績

Do【実施】
取組実績

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

19

水道事業の経
営健全化

（民間委託も
含めた中長期
運営方針策
定、水道料金
の改定）

水道事業所
/総務係

進捗管理者
　櫻井　純一郎
担当者
　高橋　　　勲

 浄水場の建設、老
朽管更新によって、
借入金の償還額が増
加し、平成２０年度
から単年度収支が赤
字、平成２１年度に
浄水場の運転業務を
委託、日本水道協会
の経営診断を基に、
財政計画（案）を作
成し、段階的な料金
の見直しの検討を行
いました。

【目的・目標】
　安全で安定したおい
しい水を供給する水道
事業の経営の健全化に
努めます。

【指標】
　単年度収支の黒字化
（経常収支比率）

【目標値】
　１００％

　経営の効率化及び
経営基盤の強化に努
め、業務のさらなる
委託化、住民負担に
配慮しつつ適正な料
金体系の改定を行い
ます。

　財政計画を策定し、平成
２５年度、平成２６年度に
段階的に料金を見直すこと
としました。
　
【実績値】９４．３％

・水道料金の平成２５年
５月徴収分から改定を実
施
・平成２６年１月からコ
ンビニ収納を実施
・平成２５年度は、収益
的収支において費用の節
減に努め、資本的収支に
おいては、石綿セメメン
ト管の更新及び浄水場へ
の発電機を設置しまし
た。

【実績値】９６．８％

･水道料金の見
直し(統一水道
料金の実施）
・財政計画と実
際の収支の比較
及び検証
・他事業体にお
ける民間委託取
組の情報収集

　水道料金は、平成２６年
５月徴収分から統一料金に
改定しましたが、財政計画
に対し、収益改善までは
至っていません。収益的支
出は、委託経費が増加傾向
にあります。

【実績値】１００．７％

・指標の達成状況は、現在、分
かりません。
・水道料金改定にもかかわらず
予算対給水収益はやや減少傾向
となっています。
・財政計画に対し、収益的収支
は依然厳しい経営状況となって
おります。

・経費が増加傾向にあ
ることから、単一業務
ではなく、包括的業務
として一括委託できな
いか先進的な取組の情
報を収集し、取組を進
めます。

・委託可能業務の
発注へ向けた検討
・委託可能業務の
包括発注
・財政計画と実際
の収支の比較及び
検証

・平成28年度からの浄水場等
運転管理業務委託及びメータ
検針交換及び有収率向上対策
業務委託をを発注しました。

【実績値】１０５．２％

・平成28年度からの業務委託
において、メータ開閉栓業務
以外については達成しまし
た。

・水道開閉栓業務
については、委託
費財源目途が立た
ないことから、３
年後の包括業務委
託に向けと再検討
を行います。

・委託業務の検証
・財政計画と実際
の収支の比較及び
検証
・水道料金改定時
期の検証

　料金改定を行っていますが、
激変緩和策として見直しを先送
りしたことは、本来の企業経営
の視点からは望ましくはありま
せん。水道事業の経営の健全化
に向けて、黒字化に向けた計画
を早期に明らかにする必要があ
ります。また、浄水場の管理及
び防犯対策の徹底を図られた
い。

20

町立南郷病院
の経営健全化

（検診による
収益増、大崎
圏域医療機関
との連携強
化）

町立南郷病院
/事務局

進捗管理者
　大橋　浩二
担当者
　須田　政明

　平成２０年度に病
院事業改革プランを
策定、検討委員会に
よる点検及び評価を
行ってきました。平
成２０、２１年度
は、単年度収支が黒
字化しましたが、そ
の後、常勤医不足等
から赤字となり、医
師の確保が課題と
なっています。

【目的・目標】
　地域医療及び初期の
救急医療を担う町立南
郷病院の経営の健全化
に努めます。
　
【指標】
　単年度収支の黒字化
（経常収支比率）

【目標値】
　１００％

　医師数を確保し、
安定した病院運営に
努めます。検診の実
施、検査受注、訪問
診療の充実に努めな
がら、初期の救急医
療を担いつつ、遠
田・大崎地区の医療
機関と連携し、救急
医療体制の充実を図
ります。
　また、職員の自己
啓発の誘発及び接遇
研修に力を入れ、イ
メージの向上に努め
ます。

　地域の初期の救急医療に
努め、医療の質の向上を目
指しながら、経営の安定化
に努めました。
・職員の接遇研修の実施
・住民、職員検診の実施
・初期緊急医療体制の確保
・在宅訪問診療の実施
・常勤医の確保
・検査受注

　将来目標の１００％には
達しなかったが、改革プラ
ンの平成２４年度目標の９
８．５％に対して９９．
４％となり改善が図られま
した。
　
【実績値】　９９．４％

・接遇研修を実施
・６月から８月には住民
健診、職員検診の委託を
受け実施
 ・医師の２４時間常駐体
制により緊急医療受付体
制を確保
・常勤医による在宅訪問
診療430件を実施
・東北メディカルメガバ
ンク機構より月1人医師の
派遣を受け常勤医を確保
・住民健診の血液検査を
成人病予防協会から受託
 ・内科外科以外に東北大
学病院等に医師の派遣を
依頼し、小児科、整形外
科、眼科診療等科目の充
実

　
【実績値】　９８．０％

・接遇研修の実
施
・住民、職員検
診の実施
・初期緊急医療
体制の確保
・在宅訪問診療
の実施
・常勤医の確保
・検査の受注
・診療科目の充
実

・接遇研修については、
「接遇対応評価測定」報告
書を踏まえスタッフ会議で
周知徹底を確認
・６月から８月には住民健
診、職員検診の委託を受け
実施
・医師の２４時間常駐体制
により緊急医療受付体制を
確保
・常勤医による在宅訪問診
療を実施
・東北メディカルメガバン
ク機構より月1人医師の派遣
を受け常勤医を確保
・住民健診の血液検査を成
人病予防協会から受託
・内科外科以外に東北大学
病院等に医師の派遣を依頼
し、小児科、整形外科、眼
科診療等科目の維持

【実績値】　９６．９％

・院内研修について、接遇研修
はできませんでしたが、職員安
全運転研修を２回に分けて病院
独自に実施し３１人の参加、医
療事故防止研修会１回１９人、
感染対策研修会１回１３人、医
薬品安全使用のための研修会３
回述べ２２人の参加がありまし
た。
・医師２４時間常駐体制により
初期の緊急医療体制を東北大学
病院等から医師の派遣をいただ
き確保しました。
・住民健診や職員検診の受託、
検査の受託等による診療以外の
収益確保により経営の安定化に
努めました。
・在宅訪問診療も実施でき、医
師の派遣を受け診療科目の維持
も図れました。

・指標の未達成につい
ては、患者の減少のた
めと思われます。
・研修については、受
講者が固定しているの
で、多くの職員が出席
できるよう時間や回数
を工夫しました。
・各取組については、
概ね実施できていま
す。
・職員確保について
は、派遣医師が１年更
新のため未だ不確定な
部分が多く、薬剤師、
看護師等の医療スタッ
フの確保は、広報やハ
ローワークで募集して
も応募が無いため、改
善できていません。人
材の確保が喫緊の課題
です。

・接遇等院内研修
を実施します。
・住民、職員検診
の委託を受け実施
します。
・東北大学病院等
の協力により初期
緊急医療体制を確
保します。
・常勤医による在
宅訪問診療を実施
します。
・常勤医の確保に
努めます。
・検査の受注を図
ります。
・診療科目の充実
に努めます。

・各研修の定期開催をスタッ
フ会議で計画し、その実績状
況を定期に確認している。
・６月から８月には住民健
診、職員検診の委託を受け実
施
・医師の２４時間常駐体制に
より緊急医療受付体制を確保
・常勤医による在宅訪問診療
を実施
・東北メディカルメガバンク
機構より月1人医師の派遣を
受け常勤医を確保
・住民健診の血液検査を成人
病予防協会から受託
・内科外科以外に東北大学病
院等に医師の派遣を依頼し、
小児科、整形外科、眼科診療
等科目の維持

【実績値】　９４．９％

・各研修の実施状況は、医療
事故防止研修会３回実施（延
べ５５人参加）、感染対策研
修２回実施（延べ３６人参
加）、専門研修４回実施（延
べ８７人参加）、声掛け訓練
及び防犯訓練を１回実施（６
人参加）、防犯研修会を１回
実施（１１人参加）。
・医師２４時間常駐体制によ
り初期の緊急医療体制を東北
大学病院等から医師の派遣を
いただき確保しました。
・住民健診や職員検診の受
託、検査の受託等による診療
以外の収益確保により経営の
安定化に努めました。
・在宅訪問診療も実施でき、
医師の派遣を受け診療科目の
維持も図れました。

・指標の未達成に
ついては、患者の
減少のためと思わ
れます。
・研修について
は、多くの職員が
出席できるよう時
間を工夫しまし
た。
・各取組について
は、概ね実施でき
ています。
・職員確保につい
ては、派遣医師が
１年更新のため未
だ不確定な部分が
多く、医師の安定
した確保が喫緊の
課題です。

・接遇等院内研修
を実施します。
・住民、職員検診
の委託を受け実施
します。
・東北大学病院等
の協力により初期
緊急医療体制を確
保します。
・常勤医による在
宅訪問診療を実施
します。
・常勤医の確保に
努めます。
・検査の受注を図
ります。
・診療科目の充実
に努めます。

　地域の初期医療として地元に
救急病院があるのは、住民に
とって安心感があります。町立
南郷病院の経営の健全化につい
ては、常勤医の確保に努め、外
来及び在宅訪問診療並びに企業
の職場健診を充実されたい。
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下水道事業の
経営健全化

（普及率及び
水洗化率の向
上、料金の適
宜な見直し）

下水道課
/庶務係

進捗管理者
　花山　智明
担当者
　田村　太市

　平成１９、２２年
度に使用料の改定を
行いました。
　また、各種イベン
ト会場での普及啓発
活動を実施し、下水
道の普及・啓発に努
めました。今後、地
方公営企業法適用の
検討を進める必要が
あります。

　平成２３年度水洗
化率
 ・公共７３．１％
 ・農集６７．３％

【目的・目標】
　地域の生活環境の改
善に向け、水洗化を推
進し、下水道事業の経
営の健全化に努めま
す。
　
【指標】
　水洗化率の向上

【目標値】
　公共　７６．０％
　農集　７３．０％

　各種イベント等に
おける啓発活動、改
修資金の利子補給に
よる水洗化を推進し
ます。
　下水道事業の健全
化のため、住民負担
に配慮しつつ、適正
な使用料の料金体系
の検討を進めなが
ら、下水道事業の地
方公営企業法適用に
向けた準備を進めま
す。

　各種イベントに参加（２
回）し、下水道の普及啓発
活動を行いました。また、
側溝からの悪臭の苦情が寄
せられた地域を戸別訪問
し、水洗化について周知し
ました。
　個別訪問件数　 　10件
　使用開始（公共）146件
　融資斡旋（公共）　1件
　使用開始（農集） 57件

　融資斡旋（農集）　1件

　地方公営企業法適用につ
いては、他の自治体の先行
事例及び日本下水道協会の
資料を基に、取り組むべき
項目及びスケジュールにつ
いて検討を進めました。

【実績値】
公共　７６．３％
農集　６９．０％

・産業まつりは台風の影
響により中止となったた
め、ブースの設営ができ
ませんでした。
・戸別訪問及びポスティ
ング活動は、平成26年3月
に公共下水道84件、農業
集落排水46件を実施しま
した。
・地方公営企業法適用に
向けて、「下水道事業地
方公営企業法適用化基本
方針」を策定しました
が、固定資産台帳等の整
備については、遅れが生
じています。
 使用開始（公共）150件
 融資斡旋（公共）　0件
 使用開始（農集） 58件
 融資斡旋（農集）　1件

【実績値】
公共　７７．１％
農集　６９．３％

・イベント等
で、下水道普及
ブースを設営
し、下水道の普
及啓発に努めま
す。
・戸別訪問及び
ポスティング活
動を行います。
・他団体の水洗
化普及促進の取
組事例の収集、
未水洗化世帯の
分析
・組織体制の検
討
・固定資産台帳
の整備及び資産
評価
・会計システム
の検討

・田園フェスティバルでPR
ブースを設置しました。
・供用開始区域内の未接続
世帯に対し、接続依頼文書
の送付及びアンケートを行
いました。
・類型企業の水洗化普及促
進策の事例収集を行いまし
た。
・固定資産台帳の整備は、
終了し、例規の改正（案）
の作成についても完了しま
した。
・組織体制については、平
成２７年度から下水道課を
新設いたします。
・使用料の見直しについて
は、その土台となる財政計
画の作成に着手しました。
 使用開始（公共）180件
 融資斡旋（公共）　1件
 使用開始（農集） 28件
 融資斡旋（農集）  1件

水洗化率の実績
・公共下水道
（人口基礎）
７３．８％
・農業集落排水施設
（戸数基礎）
７１．０％

※　平成２５年度の指標までは
使用者の申請に基づく人口によ
り集計していましたが、人口の
変動が適切に反映されていな
かったため、平成２６年度から
住民基本台帳に基づく人口等に
訂正したものです。
また、戸数は、住民基本台帳に
おける住所地１地番を１戸とし
て簡便的手法で集計していま
す。

・アンケートの集計結
果及び類型企業の水洗
化普及策を参考にし、
新たな普及促進策の仕
組みづくりを行いま
す。
・財政計画について
は、単式簿記ベースだ
けではなく、複式簿記
ベースでも必要である
ことから、公認会計士
の指導を受け、作成を
します。

・イベント等で、
下水道普及ブース
を設営し、下水道
の普及啓発に努め
ます。
・戸別訪問及びポ
スティング活動を
行います。
・水洗化普及促進
策の仕組みづくり
・条例等の整備、
課及び係の体制の
確立
・会計システムの
試行

・田園フェスティバルでPR
ブースを設置しました。
・戸別訪問及びポスティング
活動は実施できませんでし
た。
・新たな普及促進策として、
美里町下水道接続奨励金交付
要綱を制定しました。
・地方公営企業法の適用に向
け、条例等の整備、課及び係
の体制の整理を行いました。
・地方公営企業法の適用に向
け、地方公営企業会計システ
ム及び固定資産管理システム
を導入しました。
 使用開始（公共）151件
 融資斡旋（公共）　2件
 使用開始（農集） 15件
 融資斡旋（農集）  0件

水洗化率の実績
・公共下水道
（人口基礎）
７３．６％
・農業集落排水施設
（戸数基礎）
７１．７％

・町広報紙及び
ホームページだけ
でなく、イベント
等において下水道
接続奨励金の広報
を行い、制度の周
知を図る必要があ
ります。
・平成２８年度か
らの地方公営企業
法の適用に伴い、
平成２８年４月１
日時点での資産の
把握を正確に行う
必要があります。

・イベント等で、
下水道普及ブース
を設営し、下水道
の普及啓発に努め
ます。
・戸別訪問及びポ
スティング活動を
行います。
・下水道接続奨励
金事業の実施
・地方公営企業法
の適用開始

　経営の健全化に向けて、ス
トックマネジメントの基本項目
を定め、適正な料金体系を確立
するために、早期に複式簿記を
導入するべきです。地方公営企
業法（民間企業並みの会計基
準）適用に向けた取組を進めら
れていますが、本町が抱えてい
る現状課題を明らかにし、水洗
化率の高いほかの自治体の取組
事例を参考としながら、供用開
始を待つ住民のためにも水洗化
の普及活動に努められたい。
　なお、下水道事業の加入負担
金は、住民にとって加入時の負
担が大き過ぎます。普及活動に
努めることは大切ですが、加入
を推進する方法として限界もあ
ることから、未加入状況を分析
し、負担軽減を図る何らかのイ
ンセンティブの検討も必要で
す。
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第三セクター
の経営改善

（経営状況評
価、将来性の
検証、経営状
況評価、将来
性の検証）

産業振興課
/農業振興係
/商工振興係

進捗管理者
　佐藤　淳一

担当者
　今野　正祐

　（有）とんたろう
は、農業振興を担
い、加工肉等の卸・
販売、（有）ふれあ
い公社は、交流の
森・交流館の指定管
理者として、住民の
余暇活動、地域住民
と都市住民の交流活
動を推進していま
す。

（有）とんたろ
う･･･８月決算（１
０月総会）
（有）南郷ふれあい
公社･･･３月決算
（５月総会）

【目的・目標】
　第３セクターの設立
目的を達成するための
活動を支援します。

【指標】
　単年度収支の黒字化
（当期純利益）

【目標値】
　２社

　（有）とんたろう
は、黒字決算となっ
ていますが、直販に
よる収益性を高める
ため、物産・観光イ
ベント情報の提供に
より販売機会の増加
等の支援を行いま
す。
　交流の森・交流館
の指定管理者である
（有）南郷ふれあい
公社は、一般客の受
入れ増加による収益
の改善に向けた検討
を進めます。

○（有）とんたろう
・出資額　３２０万円
・ホームページの開設
・個人顧客向け産直ギフト
の取組
・各種イベントへの出店
○（有）南郷ふれあい公社
・出資額　１，２００万円
・施設の修繕を実施
・商工会、スポーツ団体等
地域の団体との共催による
施設利用の推進
・インターネットや新聞広
告等によるＰＲ
・指定管理料　３８０万円

○（有）とんたろう
・ホームページの更新
・個人顧客向け産直ギフ
トの取組
・県内外の各種イベント
への出店による販売強化
○（有）南郷ふれあい公
社
・デッキ、洗面台等施設
の修繕を実施
・スポーツ団体（ＧＧ協
会）との共催による施設
利用の推進
・インターネットや新聞
広告等によるＰＲ
・指定管理料　３８０万
円

○(有)とんたろ
う
・イベント情報
の提供
・産直市場、直
売ギフトの取組
○(有)南郷ふれ
あい公社
・商工会、ス
ポーツ団体等地
域の団体との共
催による施設利
用の推進
・インターネッ
トや新聞広告等
によるＰＲ

○（有）とんたろう
・イベント情報の提供、産
直ギフトの取組支援
・県内外の各種イベントへ
の出店による販売強化
○（有）南郷ふれあい公社
・施設利用推進に向けた打
ち合わせ
・デッキ等、施設の破損箇
所の修繕
・広告掲載、スポーツ団体
等へのＰＲ活動等支援
・指定管理料　４３１万円

　目標である単年度収支の黒字
化は達成でき手いません。

○（有）とんたろう
　黒字
○（有）南郷ふれあい公社
　赤字

○（有）とんたろう

○（有）南郷ふれあい
公社
　震災以降、復興・復
旧従事者の利用もあり
収益改善していました
が、今後は、一般又は
新規利用者の獲得が必
要です。
・ターゲットの絞込
み、平日の利用促進に
ついて継続して検討
し、不足している情報
発信を打開するため支
援していく必要があ
る。

○(有)とんたろう
　イベント情報の
提供、産直ギフト
の取組支援
○(有)南郷ふれあ
い公社
　施設利用推進に
向けた打ち合わ
せ、有効な情報発
信の検討

○（有）とんたろう
・イベント情報の提供,産直
ギフトの取組支援
・県内外の各種イベントへの
出店による販売強化
○（有）南郷ふれあい公社
・施設利用推進に向けた打ち
合わせ
・屋根等、施設の破損箇所の
修繕
・広告掲載、スポーツ団体等
へのＰＲ活動等支援
・指定管理料　４３１万円

　目標である単年度収支の黒
字化は達成できていません。

○（有）とんたろう
　黒字
○（有）南郷ふれあい公社
　赤字

○（有）とんたろ
う

○（有）南郷ふれ
あい公社
・一般及び新規利
用者の獲得が課題
です。
・平成２７年度よ
りインターネット
を活用した利用者
の獲得に向けた広
告及びホームペー
ジをリニューアル
しており、それに
よる効果を検証
し、利用者の拡大
に向けた支援をし
ていく。

○(有)とんたろう
　イベント情報の
提供、産直ギフト
の取組支援
○(有)南郷ふれあ
い公社
　施設利用推進に
向けた打ち合わ
せ、有効な情報発
信の検討と効果の
検証

　経営の主体性を尊重しつつ
も、中長期的な収益を確保でき
るように、経営状態の把握に努
め、経営の安定化に向けた支援
を検討されたい。

※　一つの項目で、複数の指標設定している場合、又は、担当課が異なる場合、「項目№」に枝番を付してします。

委員会コメント
担当課

/係
/担当者

これまでの取組
と課題

実施方針 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度区分
第2次美里町
行政改革大
綱・記載項目
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第２次行政改革　実施計画書一覧表

平成２４年度 平成２８年度

項
目
№

重点等
項目 目的・目標 具体的な取組概要

Do【実施】
取組実績

Do【実施】
取組実績

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組
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意識改革推進
プログラムの
策定と実行

（事業評価、
政策過程にお
ける住民参加
制度導入によ
る職員意識の
向上）

総務課
/人事給与係

進捗管理者
　伊勢　聡
担当者
　日野　剛

　委員会委員の公募
制、パブリックコメ
ント手続の導入によ
る職員意識の向上に
努めました。

【目的・目標】
　平成２５年度上半期
までに、人材育成方針
を策定し、職場環境及
び人事管理並びに仕事
の進め方の改善、研修
の充実等の各項目ごと
に、具体的に取組を推
進します。

【指標】
　実施計画の策定

【基準値】
　定性目標のためなし

　平成２５年度中
に、実施計画を策定
します。
１．職場環境の改善

２．人事管理

３．仕事の進め方

４．研修の充実

　人材育成方針（案）を策
定

　美里町人材育成基本方針
を平成２５年５月に作成
し、職員に周知を行ってい
る。しかしながら、具体的
な実施計画については、単
年度単位の計画の作成とな
り、中長期的な計画の策定
までには至らなかった。

・中長期的な実施計画の
策定、周知
・職員アンケートの実施

　計画期間を平成２７年度から平
成３１年度までとする「美里町人
材育成基本方針実施計画及び中長
期職員研修計画（案）」を作成
し、平成２７年４月に職員に周知
する予定としています。

　「美里町人材育成基本
方針実施計画及び中長期
職員研修計画（案）」を
作成したが、校正の段階
であり、職員への周知ま
では至っていない。

　職員の業務を
進める上での
チェックシート
等を活用し、職
員の意識改革に
向けた取組を進
めます。

　職員アンケー
トの実施

　「美里町人材育成基本方
針実施計画及び中長期職員
研修計画（案）」を作成し
たが、新たな取組となる人
事評価制度を盛り込むた
め、再度、計画案の見直し
を行いました。

　人事評価制度の
構築を主体とした
ため、職員アン
ケートの実施は行
わなかった。
　「美里町人材育
成基本方針実施計
画及び中長期職員
研修計画（案）」
については、平成
２８年３月付けで
再度、策定を行い
ました。

　人材育成基本
方針とリンクし
た人事評価制度
を確立するた
め、職員研修方
針及び目指すべ
き職員像を明確
にし、職員周知
を図らなけれな
らない。

　・・・するた
め職員アンケー
トの実施を行
い、職員の意見
を集約します。
多様な研修手段
を検討します。

　経営において「組織は人な
り」と言われており、職員の
意識改革、やる気が出る職場
づくりは、何よりも大切で
す。
　職階又は年齢に応じた研修
を継続して実施し、職員自ら
が進んで研修に参加したり、
ＯＪＴを徹底し自主学習等に
意欲的に取り組むことができ
る職場改善から、新たな組織
風土の形成に至るよう、各項
目の取組について具体化した
実施計画を早期に策定し、多
様な取組から職員意識の改革
を進める必要があります。
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職員の倫理規
程及び行動規
範の策定と公
表

（利害関係者
との禁止事
項、説明責任
の徹底、要
望・苦情への
真摯な対応と
情報共有、積
極的な地域行
事への参加）

総務課
/人事給与係

進捗管理者
　日野　剛
担当者
　高橋　一夫

　平成２１年度に職
員の倫理規程を策定
しました。

【目的・目標】
　職務の執行の公正さ
に努め、住民から疑念
や不信を抱かれること
なく、住民から信頼さ
れうよる努めます。

【指標】
　懲戒処分者数

【基準値】
　０人

　職員倫理規程の順
守の徹底、苦情申出
制度の導入と情報管
理体制の確立を図り
ます。

　職員への綱紀保持の周知
等のほかに、平成２４年５
月に美里町苦情取扱規程を
施行し、これまで、統一さ
れていなかった苦情の取扱
いに関し、対応方法を定め
ました。

・懲戒処分者はいない。
・職員に対する苦情申出に
ついては、「美里町苦情取
扱規程」に基づき対応しま
した。

・職員への綱紀保持の周
知等
・苦情申出に対する対応
管理

　職員のためのコンプライアン
ス・ガイドライン（法令順守に係
る行動指針）を平成２６年８月に
策定し、職員へ周知を行いまし
た。
　また、平成２７年３月に全職員
を対象とした「コンプライアンス
研修」を実施しました。

・平成２６年８月に「美
里町職員のためのコンプ
ライアンス・ガイドライ
ン」を作成。
・平成２７年３月にコン
プライアンス研修を実
施。
・懲戒処分者０人

　コンプライア
ンス・ガイドラ
インを活用し
た、職員研修の
実施及び全庁的
な啓発活動（強
化月間）を実施
します。

・職員への綱紀
保持の周知等
・苦情申出に対
する対応管理

・新規採用者の職員研修の
際に「コンプライアンスガ
イドライン」について、説
明を行っています。
・教育委員会にて懲戒処分
者の発生により、コンプラ
イアンス研修を実施しまし
た。

・懲戒処分者１人 　コンプライア
ンス・ガイドラ
インを活用し
た、職員研修の
実施及び全庁的
な啓発活動（強
化月間）を実施
します。

・職員への綱紀
保持の周知等
・苦情申出に対
する対応管理

　職員倫理規程について職員
の理解度を高めるために、毎
年度、定期的な研修機会を設
け、職員の意識向上を図り、
普段の業務に生かすべきです
（【№29職員研修制度の確立
と計画的な実行】と関連）。
　その上で、上司は、部下の
勤怠管理に心がけ叱る優しさ
が必要であるとともに、部下
が上司の間違いを指摘できる
内部体制を確立する必要があ
ります。そのような取組が、
各課での日常業務遂行の際の
職員意識の変革につながり、
苦情対応では、大切な初期対
応の向上につながります
（【№6行政相談体制の強化充
実】及び【№41住民ニーズの
適正な把握と反映】と関
連）。
　取組を進める中で、行動理
念策定の必要性も検討された
い。
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職員懲罰規程
の改定と公表

（飲酒運転、
不正関与の厳
罰化等）

総務課
/人事給与係

進捗管理者
　日野　剛
担当者
　高橋　一夫

　平成２１年４月に
懲戒処分等に関する
規程及び懲戒処分等
の公表基準に関する
規程を策定しまし
た。

【目的・目標】
　職員の不祥事に対し
ては、厳しい姿勢で臨
み、住民に対する説明
責任を果たし、住民に
信頼される公正で透明
な町政の確立を目指し
ます。

【指標】
　懲戒処分者数

【基準値】
　０人

　各種条例等により
適切な対応を行いま
す。

　職員への綱紀保持の周知
等

・懲戒処分者はいないた
め、特段の取組は実施して
いません。

コンプライアンス（法令
順守）に関連した職員研
修の実施

　職員のためのコンプライアン
ス・ガイドライン（法令順守に係
る行動指針）を平成２６年８月に
策定した。
　また、平成２７年３月に全職員
を対象とし、「コンプライアンス
研修」を実施しました。

・平成２６年８月に「美
里町職員のためのコンプ
ライアンス・ガイドライ
ン」を作成
・平成２７年３月にコン
プライアンス研修を実施

・懲戒処分者０人

　コンプライア
ンス・ガイドラ
インを活用し
た、職員研修の
実施及び全庁的
な啓発活動（強
化月間）を実施
します。

・職員への綱紀
保持の周知等
・コンプライア
ンス（法令順
守）に関連した
職員研修の実施

・懲戒処分者の発生によ
り、個人情報保護管理の徹
底について、職員通知を行
いました。

・懲戒処分者１人 ・コンプライア
ンス（法令順
守）に関連した
職員研修の定期
開催

・職員への綱紀
保持の周知等
・コンプライア
ンス（法令順
守）強化月間の
設定

　法令順守は当たり前のこと
であり、その徹底と公務員と
しての倫理教育に努められた
い（【№24職員の倫理規程及
び行動規範の策定と公表】と
関連）。
　なお、職員懲罰規程に該当
しない場合でも、不適切な事
案については、再発防止策の
通知に留まることなく、類似
する事案がないか、問題が潜
在化していないか組織的なリ
スク管理の徹底から、住民
サービスの向上に努められた
い。

26 ◎

実績主義によ
る人事評価制
度の導入

（努力し成果
を上げた職員
が認められる
制度の導入、
業績評価の導
入と活用）

総務課
/人事給与係

進捗管理者
　伊勢　聡
担当者
　日野　剛

　人事評価に関する
研修会に人事担当者
が参加しましたが、
具体的には、取り組
めていません。

【目的・目標】
・計画的な人材の育成
・職員資質の向上
・組織風土の変革

【指標】
　制度導入時に設定

【目標値】
　定性目標のためなし
（制度導入時に設定）

　人材育成方針に基
づき、関連する項目
を整理し、人事評価
の取組を進めます。
　目標管理を導入
し、業務成果と人事
評価の連携について
検討を進めます。

　人事管理の取組として、
平成２５年４月１日の人事
異動に際して、人事異動方
針を作成し、人事異動をす
る目的を明確にしました。

　「人事評価とは何か」を
職員に周知するため、平成
２６年３月に職員研修会を
実施しました。

・部分試行（管理職・総
務課内等）
・評価者（管理職等）研
修

　平成２７年３月に「美里町職員
の人事評価実施規程」（案）を作
成しており、平成２７年４月か
ら、規程に基づき、評価者研修、
被評価者研修を実施し、試行を行
う予定としています。

　人事評価実施規程
（案）を作成中です。
　試行までは至らなかっ
た。

　制度周知を含
めた研修を重ね
ていくこととし
ています。

・試行（その他
職員）
・評価者（管理
職等）研修
・全職員研修

・人事評価実施規程の策定
（平成２８年３月）
・職員研修
　評価者研修（８月、２
月）
　被評価者研修（１０月）
・試行開始（平成２７年１
１月～平成２８年２月）

　実施規程の策定
から職員研修、試
行の開始まで、計
画どおり進めてい
る。

　試行内容の検
証を行い、各課
の評価のバラつ
き等を減らすた
め、定期的な研
修を行うことと
している。

　本格導入 　人事評価については、民間
では当たり前の取組です。取
組の有効性を確保するために
客観的な評価基準を設け、職
員の士気及び能率向上を図る
ためにも導入する必要があり
ます。
　普段の業務を通じ、議論す
る癖を身に着け、よりよい職
場づくりを意識することが大
切であり、人事評価の導入を
機に、意欲的に課題に取り組
む組織風土の形成に努められ
たい。
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決裁権限見直
しなどによる
決裁時間の大
幅縮減

（意思決定の
迅速化）

総務課
/文書法令係

進捗管理者
　髙橋　憲彦
担当者
　加藤　敏典

　平成１９年、平成
２１年、平成２２年
に専決事項の見直し
を行うとともに、平
成２３年から電子決
裁を導入しました。

【目的・目標】
　組織的な意思決定の
迅速化に努めます。

【指標】
　専決事項見直し件数

【目標値】
　課題精査後に設定

　各課の報告・連
絡・相談の徹底、ほ
かの行革取組項目の
住民等からの施策提
案に対する管理か
ら、未決事項の把握
に努めます。
　また、専決事項の
見直しを検討すると
ともに、文書の電子
化の推進を図りま
す。

　他の行革取組項目です
が、住民からの施策提案、
３月議会定例会から議会で
「検討」と答弁した事項に
ついて管理する取組みを進
めました。
　また、課設置の見直しに
併せて、専決事項を精査
し、改正しました。

　財務規則の改正、契約事
務の整備に併せて、事務決
裁規程の見直しを行いまし
た。

・全庁的な課題の洗出し
・専決事項の見直し

　課の設置など組織の改編にあわ
せて、事務決裁の一部改正や附属
機関委員の選任手続手順の策定等
を行いましたが、全体的な課題把
握はできませんでした。改めて各
課の課題把握や全体の見直しに努
めていきます。

　電子決裁の推
進

　文書管理システムの機能
性を見直し、メールデータ
との連携を図り利用しやす
い環境を構築し、平成２８
年４月以降、電子決裁を推
進することとした。

　事務処理の煩雑
さもあり、電子決
裁は推進できな
かったが、システ
ムの機能性の見直
しを行うことがで
きた。

　改善したシス
テムの機能向上
から、事務の効
率化に向けたシ
ステム運用を推
進する。

　電子決裁の推
進

　住民から寄せられる苦情・
要望、事務事業課題等に対す
る意思決定の迅速化を図るた
めに、決裁基準の見直しに限
らず、文書管理の徹底、情報
の共有、決裁の電子化等につ
いて一体的に検討されたい。
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外部人材導入
による活性化
と職員の意識
改革

（各種委員
会、審議会等
へ高度な専門
知識を有する
人材の活用）

総務課
/人事給与係

進捗管理者
　伊勢　聡
担当者
　日野　剛

　平成２０年度から
３年間、企業誘致推
進専門員を配置しま
した。

【目的・目標】
　外部人材の登用によ
り組織全体の活性化及
び職員の意識改革を進
めます。

【指標】
　外部人材の登用者総
数

【目標値】
　３人

　宮城大学等、産学
連携による人材の活
用、専門員の配置検
討を進めます。
　また、任期付職員
等の採用について、
検討します。

　専門員の配置分野の検討
を進めました。

　徴収対策課に、徴収特別
指導員１人を配置しまし
た。

　徴収体制の強化、徴収
ノウハウの構築のため、
外部から徴収特別指導員
２人を配置します。

・徴収特別指導員を任期付短時間
職員として２人配置を行いまし
た。
　また、専門的な知識を活かし、
美里町債権管理条例の制定に大い
に貢献いただきました。

　外部人材登用者数２人 　徴収特別指導
員については、
平成２７年度も
引続き登用を行
います。
　また、徴収部
門のみではな
く、新たな分野
への外部人材登
用も考慮するこ
とが必要となっ
ています。

　徴収体制の強
化、徴収ノウハ
ウの構築のた
め、外部から徴
収特別指導員２
人を配置しま
す。

　前年同様に徴収特別指導
員２人の配置を行いまし
た。「債権債務をめぐる契
約と行政処分研修」の研修
講師を担っていただきまし
た。
　また、庁内の収納金の債
権管理について、関係例規
の整備に取組をいただきま
した。

　外部人材登用者
数２人

　徴収特別指導
員については、
平成２８年度も
引続き登用を行
います。
　職員が限られ
ている状況にあ
り、専門性の高
い分野には、外
部人材の登用は
積極的に進めて
いかなければな
りません。

　徴収体制の強
化等以外に、職
員研修講師及び
収納金の管理の
徹底のため、任
期付職員として
外部人材の登用
を行います。

　宮城大学との連携、市町村
との人事交流、徴収特別指導
員の配置といった外部人材の
登用、被災地への職員派遣と
いった取組も進められている
ようです。今後も、専門分野
を中心に積極的に外部人材の
登用を推進し、組織の効率化
及び活性化並びに職員の意識
改革に努められたい。

４．職員の意識改革と職員管理、人材育成の強化

平成２５年度実施方針区分
第2次美里町
行政改革大
綱・記載項目

これまでの取組
と課題

担当課
/係

/担当者

平成２６年度

委員会コメント

平成２７年度

7/14



第２次行政改革　実施計画書一覧表

平成２４年度 平成２８年度

項
目
№

重点等
項目 目的・目標 具体的な取組概要

Do【実施】
取組実績

Do【実施】
取組実績

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

４．職員の意識改革と職員管理、人材育成の強化

平成２５年度実施方針区分
第2次美里町
行政改革大
綱・記載項目

これまでの取組
と課題

担当課
/係

/担当者

平成２６年度

委員会コメント

平成２７年度

・中長期計画については、平成２
８年３月に再策定し、平成２７年
４月に職員に周知予定としてい
る。
・自治体法務検定団体受検
　受検者２２人
・窓口等の接遇の外部評価の実施
【町主催（庁舎内）研修】
・人事評価評価者研修（70人）
・人事評価被評価者研修（215
人）
・メンタルヘルス研修（21人）
【庁内実務（職員講師）研修】
・新規採用職員研修（8人）
・公営企業会計研修（32人）
・債権債務をめぐる契約と行政処
分研修（21人）
・行政不服審査制度研修（40人）
・マイナンバー制度研修（54人）
【外部派遣研修】
・階層別研修（29人）
・専門研修（20人）

　受講者総数　510人

　町主催研修及び
庁内実務研修の合
計は、５１０人で
あり、前年度と同
程度であった。
　平成２７年度は
人事評価制度の導
入を次年度に控
え、職員研修の中
心となった。今後
も継続して、研修
を進めていくこと
としている。

　目指すべき職
員像を明確に
し、組織全体で
スキルアップす
ることが求めら
れている。
　受動的な研修
から自ら学ぶ組
織体制の確立が
課題となってい
る。

30

職員定員適正
化計画の策定
と公表

（所属別職員
数の公表）

総務課
/人事給与係

進捗管理者
　伊勢　聡
担当者
　日野　剛

　定員適正化計画を
策定すると共に、人
件費の公表を行って
きました。

職員数の推移
　平成１９年度
　　３２２人
　平成２３年度
　　２８１人

【目的・目標】
　効率的な組織を構築
するため、最少の経費
で、最大の効果を上げ
るため、職員の適正な
配置を目指します。

【指標】
　４月１日現在の職員
数

【目標値】
　２６０人

　広報紙及び町の
ホームページで人件
費等について公表す
るとともに、施策展
開及び行政改革の推
進と連携し、適切な
見直しと目標管理に
努めます。

　類似団体と比較としなが
ら、美里町の地域特性、職
員階層、職種等を考慮し、
職員数の適正な管理に努め
ました。

平成２４年４月１日現在
　２７５人

　平成２４年度中の職員の
増減
　・退職（定年）　８人
　・退職（勧奨）　４人
　・自己都合退職　１人
　・新採　　　　　４人

平成２５年４月１日現在
は、計画人員の２６９人に
対して２６６人となってい
ます。

　類似団体と比較しなが
ら、美里町の地域特性、
職員階層、職種等を考慮
し、職員数の適正な管理
に努めます。

　平成２６年４月１日現在　の職
員数は、２６０人となり、定員適
正化計画の最終目標人員と同数と
なっている。
　公表については、平成２６年１
１月の広報紙及び町のホームペー
ジで公表しています。

　平成２６年４月１日現
在の定員適正化計画の職
員数は、２６７人である
が、実人員は、２６０人
であり、計画人員より７
人下回っている。

　既に、計画最
終年の人員と
なっているた
め、職員数のこ
れ以上の減少に
ならないように
適正管理に努め
ます。

　類似団体と比
較しながら、美
里町の地域特
性、職員階層、
職種等を考慮
し、職員数の適
正な管理に努め
ます。

　平成２７年４月１日現在
の職員数は、２６１人とな
り、第２次定員適正化計画
の目標人員２６３人より２
人少なくなっている。
　公表については、前年同
様に町の広報紙及び町の
ホームページで公表を行っ
ています。

　計画期間を前倒
しした状況で、第
２次定員適正化計
画の目標数にほぼ
到達している状況
になっている。

　定員適正化計
画の計画数に到
達している状況
にあるため、採
用・退職者数を
考慮し、必要以
上の職員の減少
とならないよう
計画的な採用
と、職員全体の
行政職の比率を
高める計画を進
める必要があり
ます。

　類似団体と比
較しながら、美
里町の地域特
性、職員階層、
職種等を考慮
し、職員数の適
正な管理に努
め、第３次の定
員適正化計画の
策定に着手す
る。

　計画を策定し、正規職員数
の減少から歳出の抑制に努め
られていますが、臨時・非常
勤職員数及び時間外勤務手当
の支給額は増加傾向にあるよ
うです。職員数の減少が目的
ではありませんから、効率的
又は効果的な取組となってい
るか検証する必要がありま
す。
　なお、重点的な施策の推進
の際には、正規職員の配置が
効果的であるならば、優先的
に正規職員を配置する等、戦
略的な職員配置に努められた
い。

31

民間手法の積
極的導入

（改善提案、
目標管理等の
導入）

総務課
/文書法令係

進捗管理者
　髙橋　憲彦
担当者
　加藤　敏典

　政策評価を導入し
ましたが、特に、民
間手法と位置付けた
取組は行っていませ
ん。
　また、総合計画の
施策管理に目標設定
を行いました。

【目的・目標】
　すべての係が業務目
標及びスケジュールを
明確にし、毎年度取り
組むべき項目について
議論する職場環境を整
備し、職員の目的意識
の向上に努め、職場の
雰囲気を改善した上
で、毎年度、各課から
改善の提案を提出させ
ます。

【指標】
　１課（室）１提案の
実施

【目標値】
　１７件

　総合計画の施策に
ついて目標管理を導
入しました。業務の
目標管理について
は、人事評価の取組
と併せて検討を進め
ます。事務改善につ
いては、庁内の内部
統制の強化から、日
常的に事務改善を行
える職場づくりに努
めます。
　また、下水道事業
の複式簿記の導入に
ついて検討を進めま
す。

　職場での実践が一番大切
であることから、各課にお
いて、身近なことから事務
改善するよう指示しまし
た。

・スプリングレビューを実
施し、スケジュール管理、
係の目標、取組項目等につ
いて、副町長ヒアリングを
実施しました。
・各課のスケジュール管理
状況の把握に努めました。
・各課職場でのミーティン
グを推進及び事務改善の推
進するよう、課長等会議で
周知しました。

・スプリングレビューの
実施
・スケジュール管理、目
標管理の徹底
・各課職場でのミーティ
ングの推進
・１課（室）１提案の実
施
・５Ｓ活動の推進

・スプリングレビューの実施
・スケジュール管理、目標管理の
徹底
・各課職場でのミーティングの推
進
・５Ｓ活動の推進

　各取組について実施
し、各課の取組を推進し
ました。

　取組が定着す
るよう、継続し
た仕掛けと仕組
みづくりが必要
です。

・スプリングレ
ビューの実施
・スケジュール
管理、目標管理
の徹底
・各課職場での
ミーティングの
推進

　各課で話し合いをするこ
とを推奨した。計画した取
組はしているが、職場環境
に良い変化が生じているか
までは明らかでない。

　ＯＪＴが大切で
あると言われる一
方で、現場でどれ
だけ意識的に実践
できているのか、
各種取組状況から
すると十分とは言
えない。

　行革大綱見直
し、総括、課題
の把握と併せ
て、改善提案を
求めたい。

・スケジュール
管理、目標管理
の徹底
・各課職場での
ミーティングの
推進
・改善提案

　改善提案又は各課ミーティ
ングの推進を取組に掲げてい
ますが、職場において部下か
ら積極的に改善提案がなされ
るような職場の雰囲気づくり
に、セクションマネージャー
である課長は努められたい。
　なお、職場での取組改善に
つながるよう、各課でキャッ
チフレーズを掲げ職員の意識
改善に努められたい。

29 ◎

職員研修制度
（人材育成制
度）の確立と
計画的な実行

（職階別、専
門、自主、職
場等の研修体
系の整備と受
講徹底、自主
学習の推奨）

総務課
/人事給与係

進捗管理者
　伊勢　聡
担当者
　日野　剛

　外部研修を主に実
施してきましたが、
積極的に人材育成に
取り組んできません
でした。そこで、平
成２３年度から基本
である接遇研修を全
職員を対象に実施し
ました。
　しかし、通常業務
が忙しいという理由
で、研修に参加でき
ない職員もいまし
た。

【目的・目標】
　職員の役割は、質の
高い仕事を通じて、住
民サービスを提供する
ことであることから、
職員個々の能力開発を
効果的に推進するため
に研修の充実を図りま
す。

【指標】
　研修受講者数

【基準値】
（平成２４年度研修受
講者数を基準値としま
した。）
　３２０人

　人材育成方針に基
づき、中期職員研修
計画を策定し、テー
マに応じた、町主催
研修、庁内実務研
修、派遣研修を進め
ます。
　また、自己学習を
推進するための支援
体制づくりを進めま
す。
　接遇マナーの向上
の取組としては、窓
口等の接遇の外部評
価を導入します。

　年次研修計画に基づき、
階層・実務等の目的に応じ
て、町主催及び派遣研修を
実施しました。
【町主催（庁舎内）研修】
・クレーム対応研修（参加者178
人）
・ファシリテーター研修（24人）

・ＯＪＴ研修（17人）

【庁内実務（職員講師）研
修】
・新規採用職員研修（5人）
・労務管理研修（20人）

・情報システム研修（39人）

【外部派遣研修】
・階層別研修（19人）
・専門研修（会計学、契約事務、
法令実務、課税・徴収・住基事

務）（18人）

　
　受講者総数　３２０人

・年次研修計画の策定
・臨時、非常勤職員の接遇研修の
実施
・窓口等の接遇の外部評価の実施
・自治体法務検定団体受検の実施
【町主催（庁舎内）研修】
・接遇マナー向上研修（155人）
・ファシリテーター研修（10人）
・人事評価研修（68人）
【庁内実務（職員講師）研修】
・新規採用職員研修（2人）
・契約実務基礎研修（27人）
・公営企業会計研修（18人）
・債権管理研修（123人）
・情報システム研修（19人）
・メンタルヘルス研修（23人）
・ゲートキーパー研修（82人）
【外部派遣研修】
・階層別研修（27人）
・専門研修（民法、条例・規則作
成、会計学等）（25人）
・市町村アカデミー（3人）

　受講者総数　５８２人

　人材の育成については、個々
のスキル向上も大切ですが、ま
ず、担当する業務に精通するこ
とが住民サービスの向上につな
がります。そのため、ジョブ
ローテーションも大切ですが、
専門性を有する職員の育成も必
要です。
　職員研修については、目指す
職員像を明らかにし、中期研修
計画を早期に策定する必要があ
ります。現在、接遇を始めとし
た研修に意欲的に取り組まれて
いますが、町主催の庁内研修に
力を入れ、個人のスキルアップ
に留まらず、研修成果を組織全
体に広める取組を、より一層、
推進されたい。また、従来の知
識習得型に偏向せず、地域課題
及びまちづくり等の町政課題に
ついて、職員自ら議論に参加す
るような能動的研修についても
実施し、人材の育成に努められ
たい。

・中長期の研修計画に基づく
研修（町主催、庁内実務、派
遣）の実施
・臨時、非常勤職員等の接遇
研修の実施
・窓口等の接遇の外部評価の
実施
【町主催（庁舎内）研修】
・クレーム応対研修（100人）
・人事評価制度研修（50人）
・メンタルヘルス研修（20
人）
【庁内実務（職員講師）研
修】
・新規採用職員研修（5人）
・契約実務研修（20人）
・会計実務研修（40人）
・私債権管理研修（10人）
・債権管理研修（80人）
・法制執務研修（20人）
・ホームページ作成研修（20
人）
【外部派遣研修】
・階層別研修（20人）
・専門研修（20人）

受講予定者総数　４０５人

・中長期の研修
計画に基づく研
修（町主催、庁
内実務、派遣）
の実施
・臨時、非常勤
職員等の接遇研
修の実施
・窓口等の接遇
の外部評価の実
施

・中長期の研修
計画に基づく研
修（町主催、庁
内実務、派遣）
の実施
・臨時、非常勤
職員等の接遇研
修の実施
・窓口等の接遇
の外部評価の実
施

・単年度の研修計画は、毎年度作
成しているが、中長期計画につい
ては、平成２７年３月に作成し、
平成２７年４月に職員に周知予定
としている。
・自治体法務検定団体受検　受検
者24人
・窓口等の接遇の外部評価の実施
【町主催（庁舎内）研修】
・ハードクレーム研修（122人）
・メンタルヘルス研修（23人）

・コンプライアンス研修（171人）

【庁内実務（職員講師）研修】
・新規採用職員研修（5人）
・契約実務研修（23人）
・債権管理研修（146人）
・会計実務研修（32人）
・法制執務研修（20人）

・職員安全運転研修（320人）

【外部派遣研修】
・階層別研修（22人）
・専門研修（6人）

　受講者総数　890人

　町主催研修及び庁内実
務研修の合計は、５９０
人程度であり、前年度と
同程度であった。今後も
継続して、研修を進めて
いくこととしている。

　研修や自己学
習等に対する意
識や自ら学ぶ体
制の構築には
至っていないた
め、能動的な研
修等も取り入れ
ながら、職員が
講師となる町主
催（庁舎内）研
修の充実を図り
ます。
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第２次行政改革　実施計画書一覧表

５．住民の理解を得た協働システムの構築と推進

平成２４年度 平成２８年度

項
目
№

重点等
項目 目的・目標 具体的な取組概要

Do【実施】
取組実績

Do【実施】
取組実績

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

32

自治基本条例
の制定と運用

（まちづくり
の基本となる
町、議会、住
民、団体等の
役割の明確
化）

まちづくり推
進課
/地域づくり推
進係

進捗管理者
　髙橋　章一
担当者
　角田　克江

　積極的に学んでい
る住民や団体もあり
ますが、具体的な取
組は行っていませ
ん。

【目的・目標】
　住民参画と協働に
よる住民主体の自治
の在り方等に係る基
事項の明確化を図り
ます。

【指標】
　自治基本条例制定
の検討

【基準値】
　定性目標のためな
し

　情報発信等に努めな
がら住民参画を推進
し、条例制定の必要性
について検討を進めま
す。

　現行の法令、条例等
により適正な行政運営
に努めながら、自治基
本条例について情報の
収集を行いました。

　一部の管理職
による検討会を
開催し、地方自
治の考え方、自
治基本条例の必
要性等について
協議を行ったほ
か、町内の活動
団体と意見交換
を６回行いまし
た。

・職員の検
討会
・住民及び
団体との意
見交換
・行政参加
等の現状把
握（検証と
分析）

　町内の活動団体
と意見交換を７回
行い、自治基本条
例の必要性等につ
いて協議を行いま
した。

　町内の活動団
体との意見交換
を通じて、住民
参画、住民主体
の自治のあり方
等について、共
通の認識を深め
ることができま
した。

　町内の活動団
体との意見交換
による自治基本
条例案の整理が
第３章まで進ん
だが、最終章の
第１１章まで終
了していないの
で、基本となる
条例案作成期間
を定め進める必
要があります。

・住民及び団
体との意見交
換
・論点整理と
方向性の検討
を進める。

　町内の活動団
体と意見交換会
を５回行い・団
体が作成した自
治基本条例
（案）内容等の
協議を最終章ま
で行いました。

　団体の作成
した自治基本
条例（案）の
協議、意見交
換を通じて、
認識、論点で
議論を重ねま
したが、方向
性に相違があ
ります。

　団体との意
見交換を通し
て、町の既存
条例と重複す
る部分も多く
あり、制定の
必要性につい
て検討を要し
ます。

　制定の可否
を判断する。

　自治基本条例の制定について
は、町の憲法と位置付けるのであ
れば、制定を躊躇することはな
く、町民を巻き込んだ議論に発展
させ、検討を進められたい。
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地域づくり支
援制度の確立

（退職者の参
加誘導、既存
人材バンクの
再編整備、
リーダー育
成、助言・指
導）

まちづくり推
進課
/地域づくり推
進係

進捗管理者
　遠藤　孝光
担当者
　小出　千恵

　行政区を対象にコ
ミュニティ、自主防
災・防犯、高齢者生
きがい、環境美化事
業を行い、全行政区
で取り組んでいま
す。
　平成２３年度は、
各行政区を訪問し、
地域づくりについて
意見交換を行いまし
た。
　なお、人材バンク
等への取組は行って
いません。

【目的・目標】
　地域活動の場の提
供、地域活動情報の
発信から、地域活動
の活性化を支援しま
す。
　
【指標】
　地域づくり支援事
業の実施率

【基準値】
　１００％

　地域活動を推進する
ために、地域づくり支
援事業の充実を図りな
がら、優秀な人材を地
域が活用できるよう
に、人材バンク登録制
度の見直しを行い、地
域活動の活性化を図り
ます。

　全６４行政区で地域
づくり支援事業を実
施、地域活動施設整備
支援事業で活動施設の
整備を推進しました。
また、地域活動の課題
を把握するために、各
行政区訪問（歩くまち
づくり推進事業）を実
施しました。

　全６５行政区
で地域づくり支
援事業ができる
よう取組を支援
しました。
　優秀な地域の
人材発掘（自
薦、他薦）を行
うため、広報紙
及び町のホーム
ページを活用
し、人材バンク
登録制度への呼
びかけを行いま
した。

・地域づく
り支援事業
の継続
・人材バン
クの整備と
周知
・歩くまち
づくり推進
事業の実施
・宮城大学
と連携した
講座を開催

　全６５行政区で
地域づくり支援事
業を実施し、目標
は達成していま
す。
　町ホームペー
ジ、町広報紙等に
より、人材バンク
登録制度の周知に
努めました。
　宮城大学と連携
した大学開放講座
を実施するととも
に、地域力向上を
目的とした講座を
開催するため、宮
城大学と計画の立
案を進めました。

　全６５行政区
で地域づくり支
援事業を実施し
ました。
　また、地域課
題等の把握のた
め、まちづくり
懇談会も実施し
ています。
　ホームペー
ジ、広報紙等で
人材バンク登録
制度の周知に努
め、１１団体が
新たに登録しま
した。
　宮城大学と連
携した大学開放
講座は４回実施
できました。

　全ての行政区
で地域づくり支
援事業を実施し
ています。
　人材バンクの
活用が低いこと
から、指導者と
なる人材が十分
に活用できずに
います。
　広報紙、町の
ホームページ等
で情報の周知に
努めていきま
す。

・地域づくり
支援事業の継
続
・人材バンク
の整備と周知
・歩くまちづ
くり推進事業
の実施
・宮城大学と
連携した講座
を開催

　全６５行政区
で地域づくり支
援事業ができる
よう取組を支援
しました。
　宮城大学と連
携し、美里町ま
ちづくりセミ
ナーを開催し、
地域教育力の向
上を図りまし
た。また、NPO
法人による「地
域活性化につな
げる若者の役
割」と題して講
演会を開催しま
した。

　人材バンク
新規登録者は
生涯学習分野
で、１人だけ
でした。
　美里町まち
づくりセミ
ナーのワーク
ショップ、講
演会を１回ず
つ開催しまし
た。

　地域づくり
支援事業の取
り組みについ
て、意見交換
する機会が必
要と考えま
す。
　人材バンク
の活用は、自
主サークル団
体が中心でし
た。今後は、
地域の方々が
学校教育現場
で活躍できる
人材を発掘し
ていくことに
努めていきま
す。

・地域づくり
支援事業の継
続
・人材バンク
の整備と周知
・歩くまちづ
くり推進事業
の実施
・宮城大学と
連携した講座
を開催

　地域の主体性を尊重し、地域の
活性化を推進するために、地域自
らが課題解決に取り組める提案型
等による取組について検討された
い。また、地域活動を推進するた
めには、各種委員又は地域を単位
としたボランティア活動等、地縁
に基づく取組の再点検を行い、地
域の役割の明確化を図りながら、
地域の活性化を推進するための支
援体制について検討されたい。

34

定期的行政・
住民懇談会の
実施

（行政情報の
提供、住民
ニーズの把
握、住民懇談
会の目的の明
確化と開催形
態の多様化）

総務課
/広報広聴係

進捗管理者
　相澤　直子
担当者
　齋藤　眞

　町主催の定期的な
住民懇談会につい
て、毎年開催してき
ましたが、参加者が
少なく、テーマ及び
開催方法について検
討する必要がありま
す。
　住民懇談会の開催
状況
・平成１９年度
　９会場１５０人
・平成２０年度
　９会場１４７人
・平成２１年度
　２０会場２６６人
・平成２２年度
　９会場１８６人
・平成２３年度
　９会場　８７人

【目的・目標】
　住民に、より分か
りやすい形での住民
懇談会の開催に努め
ます。

【指標】
　住民懇談会の参加
者数

【目標値】
　２００人

　広聴活動を充実する
ために、出前型の住民
懇談会を開催します。

　住民懇談会について
は、これまで、休日・
夜間の開催日を設けな
がら町で日程を決めて
開催してきましたが、
平成２４年度から、地
域及び団体の要望に応
じた出前型で開催しま
した。

　６回開催　１８９人

　年間を通し
て、地域及び団
体の要望に応じ
て住民懇談会を
開催しました。

７回開催
　１４２人
（男性１０１人
・女性４１人）

　住民懇談
会の制度を
広く周知し
ます。

　住民懇談会につ
いては、広報みさ
とへの記事掲載や
行政区長会議等で
の制度説明及び開
催案内を行い周知
を図りました。
　地域の要望に応
じての開催を実施
し、意見及び要望
に対する検討や結
果については報告
の徹底に努めまし
た。
　
　　５回開催
参加者１１１人
（男性７８人）
（女性３３人）

　昨年度に引き
続き、出前型の
住民懇談会のみ
の実施となりま
した。
　開催回数、参
加者人数ともに
昨年度に比べて
減少し、目標値
未達成の状況と
なりました。

　住民懇談会の
制度について、
周知の徹底を図
る必要がありま
す。
　団体等への開
催を働きかける
など、実施範囲
の拡大に努め、
より多くの住民
参加を推進する
必要がありま
す。

　住民懇談会
の制度を広く
周知します。

　住民懇談会に
ついては、広報
みさとへの記事
掲載や行政区長
会議等での制度
説明及び開催案
内を行い周知を
図り実施しまし
た。
　町がテーマを
定めた懇談会及
び地域の要望に
応じた懇談会を
開催しました。
　
　１１回開催
参加者１９２人
（男性１４８
人）
（女性４４人）

　今年度は
「地方創生の
取組につい
て」をテーマ
にした住民懇
談会及び出前
型の住民懇談
会を実施しま
した。
　昨年に比べ
実施回数、参
加人数ともに
上回ったもの
の、目標値の
達成はできま
せんでした。

　住民懇談会
の制度の周知
を徹底し、開
催要望及び参
加者の増加に
つなげます。
　幅広い年齢
層の参加によ
る住民懇談会
の開催及び住
民ニーズの把
握を目指し、
開催形態等の
多様化を検討
する必要があ
ります。

　住民懇談会
の制度を広く
周知します。

　住民の声を聴く、分かり易い説
明、情報交換及び情報の共有は大
切な広聴活動であり、行政サービ
スに対する行政の大切なモニタリ
ング機能です。
　住民懇談会を出前型で行うなど
住民参加の取組に対する試行又は
改善が行われ、参加者数という点
では一定の成果も得られているよ
うですが、出前型という受動的な
取組だけではなく、住民の声を聴
くために、能動的な取組を検討さ
れたい。

35

住民協働によ
るまちづくり
システムの構
築と推進

（行政と住
民、団体の話
し合いによる
役割分担の明
確化、まちづ
くり推進体制
の構築）

まちづくり推
進課
/地域づくり推
進係

進捗管理者
　髙橋　章一
担当者
　遠藤　孝光

　平成２０年度にま
ちづくり会議と協働
による「転入者にや
さしいガイドブッ
ク」を作成しました
が、その他に新たな
取組は、行っていま
せん。

平成２３年度のＮＰ
Ｏ法人数　６団体

【目的・目標】
　高まる行政需要に
対してＮＰＯ等、多
様な担い手と連携し
たまちづくりの推進
体制を構築します。
　
【指標】
　町内に活動拠点を
置くＮＰＯ法人数

【目標値】
　８団体

　みさと地域活動サ
ポートセンターを中核
に位置付け、情報発
信、研修、相談体制の
充実を図り、住民活動
を推進します。

　ＮＰＯ等の活動を支
援するみさと地域活動
サポートセンターの設
立を支援しました。

　みさと地域活
動サポートセン
ターの運営を運
営協議会に委託
し、町内の公益
的な活動を行う
団体や個人を支
援しました。

・各種研修
会の実施
・相談体制
の確立
・情報の提
供

　ＮＰＯ法人設立
を目指す団体に対
する研修会を実施
しました。

 新規のＮＰＯ
法人化には至り
ませんでした
が、個別研修会
を実施した結
果、１団体が近
い将来法人化す
る方向で検討を
しています。

　ＮＰＯ法人化
の手続及び会計
処理の煩わしさ
から、法人化に
踏み切れない
ケースが見られ
ます。県との連
携によりＮＰＯ
法人設立への支
援が円滑にでき
るよう情報整理
に努めていきま
す。

・各種研修会
の実施
・相談体制の
確立
・情報の提供

ＮＰＯ法人を目
指す団体に対し
法人取得に向け
た相談支援業務
を行った。

町内に拠点を
置くＮＰＯ法
人が１団体増
え７団体と
なった。

県との連携に
よりＮＰＯ法
人設立への支
援が円滑にで
きるよう研修
会の実施や情
報整理に努め
ていきます。

・各種研修会
の実施
・相談体制の
確立
・情報の提供

　団体をＮＰＯ法人化することの
メリット及び既存のＮＰＯの活動
状況を積極的に情報発信しなが
ら、人材バンク登録者及び趣味
サークルで活動する住民及び団体
で公共性の高い活動団体について
は、法人化を後押しできるような
具体的な支援を検討されたい。

※　一つの項目で、複数の指標設定している場合、又は、担当課が異なる場合、「項目№」に枝番を付してします。

委員会コメント
担当課

/係
/担当者

これまでの取組
と課題

実施方針 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度区分
第2次美里町
行政改革大
綱・記載項目

9/14



第２次行政改革　実施計画書一覧表

平成２４年度 平成２８年度

項
目
№

重点等
項目 目的・目標 具体的な取組概要

Do【実施】
取組実績

Do【実施】
取組実績

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

36 ◎

事務事業の委
託化方針の策
定

（住民サービ
スの向上と経
費節減の両面
からの検証）

総務課
/行政改革推進
係

進捗管理者
　伊勢　聡
担当者
　髙橋　憲彦

　住民バスの運行及
び浄水場の管理の委
託、地区館及びス
ポーツ施設の指定管
理者制度の活用を行
いましたが、具体的
な方針は策定してい
ません。

【目的・目標】
　民間でできることは
民間に委ね、行政の効
率化を図り職員の定員
適正化計画を達成しま
す。

【指標】
　新たな委託事務事業
数

【目標値】
　１３件

　平成２５年度に委
託化基本方針を策定
し、住民サービスの
向上に関する視点を
加味しつつ、実施に
向けて、行政の専門
分野及び現業職の職
場等について、担当
課と協議を進めま
す。

　サマーレビュー（夏
季政策協議）を行い、
事務課題と委託可能事
務のヒアリングを行う
とともに、委託事務の
分類整理を行いました
が、委託事務の要望
は、多くありませんで
した。

・委託化基本方針の
策定
・各課の事務事業の
委託化調査の実施

・委託化検討項
目の抽出、決定
・次年度以降の
委託化項目の選
定

　委託化基本方針を
策定し、委託の実施
又は検討するための
スケジュール概要を
作成しました。

【委託検討件数】
　　３件

　計画どおりに進
んでいますが、今
後、具体的なスケ
ジュールの作成、
検討期限を設け施
設管理手法の有効
性を検証する必要
があります。

　委託化検討につ
いて、具体的な実
施時期、検討スケ
ジュール、進捗管
理について、各課
で徹底する必要が
あります。

　検討項目の進捗
管理

　検討項目の進捗
管理
　第１四半期終了
後、速やかに担当
課と意見交換を
行った。

【委託検討件数】
　　２件

　検討が進んでい
ない項目が見受け
られ、スケジュー
ル管理の徹底が必
要です。

　いつまでに、どの
ようにするのか、目
的意識をもって取り
組む必要がありま
す。

　検討項目の進捗
管理

　委託化基本方針を策定していま
すが、職員が行うべき業務、委託
可能な業務、住民サービスの向
上、費用対効果を総合的に勘案
し、現業部門の業務及びこれまで
委託化してこなかった窓口等の定
型的な業務についても、積極的に
見直す必要があります。
　なお、事務事業の実施手法を判
断する際には、専門性が必要とさ
れる業務等は、委託化に限定せ
ず、積極的思考を持つ退職職員の
再任用及び優秀な任期付職員の採
用等幅広く検討されたい。

37

施設管理の民
営化・委託化
方針の策定

（民間ができ
ることは民間
に委ねること
を基本とする
民営化・委託
化方針の策
定）

総務課
/行政改革推進
係

進捗管理者
　伊勢　聡
担当者
　髙橋　憲彦

　文化会館、地区公
民館、スポーツ施設
について指定管理者
制度に移行しまし
た。

【目的・目標】
　民間でできることは
民間に委ね、行政の効
率化を図ります。

【指標】
　指定管理者制度等へ
の移行数

【目標値】
　５件

　委託化基本方針を
策定する際に、住民
サービスの向上に関
する視点を加味し、
検証を進めます。

　関係課と方向性につ
いて担当者レベルでの
協議を行い、方向性の
検討を進めることとし
ました。

　委託化基本方針の
策定

― 　当初、計画段階で
は５つの施設につい
て検討することとし
ておりましたが、委
託化基本方針に基づ
き委託化と併せて施
設管理の検討を行っ
た結果、６つの施設
について、今後、検
討することとしまし
た。

　計画どおりに進
んでいますが、今
後、具体的なスケ
ジュールの作成、
検討期限を設け施
設管理手法の有効
性を検証する必要
があります。

　施設の管理運営
に係る委託化検討
について、具体的
な実施時期、検討
スケジュール、進
捗管理について、
各課で徹底する必
要があります。

　検討項目の進捗
管理

　検討項目の進捗
管理
　第１四半期終了
後、速やかに担当
課と意見交換を
行った。

　検討が進んでい
ない項目が見受け
られ、スケジュー
ル管理の徹底が必
要です。

　いつまでに、どの
ようにするのか、目
的意識をもって取り
組む必要がありま
す。

　検討項目の進捗
管理

　民営化又は指定管理者制度の活
用を積極的に検討されたい。検討
に際しては、施設の目的に応じて
幅広く意見を聴き、住民サービス
の低下を招くことのないよう留意
されたい。
　なお、指定管理者を選定する際
は、民間のノウハウを活用するこ
とによる住民サービスのレベル向
上を目的として、原則として、公
募により選定されたい。

37
-(1)

施設管理の民
営化・委託化
方針の策定

（民間ができ
ることは民間
に委ねること
を基本とする
民営化・委託
化方針の策
定）

子ども家庭課
/子育て支援係

進捗管理者
　奥山　俊之
担当者
　齊藤　くみ子

- - 　保育所運営の検討
（公設民営化等）

　他市町保育所での児
童受け入れ支援、待機
児童解消に向け、小牛
田地域にある保育所の
増床を行いました。こ
れまでは、直営方式に
よる保育所の運営を目
指しておりましたが、
職員数を削減する中
で、保育士を増員する
のは難しいことから、
子ども子育て支援新制
度の動向を見ながら、
公設民営方式について
検討することとしてい
ます。

　委託化基本方針策
定中のため、策定後
に具体的な取り組み
を進めることとし
た。

　市町村子ど
も・子育て支援
事業計画と一体
的に、今後の運
営方法を検討し
ます。

　子ども・子育て会
議４回開催（７月・
１０月・１月・３
月）

　保育必要量の見
込と確保策の検討
並びに基準条例案
等の検討を中心と
した会議になり、
保育所の運営形態
を検討することま
ではできませんで
した。

　保育所の入所申
込者数は増えてお
り、保育士が確保
できないため待機
している児童が存
在している以上、
運営形態の検討も
必要ですが、保育
士の確保が最優先
課題となっており
ます。公設民営化
を目指すにして
も、体制を整えた
上での移行でなけ
れば引受手が現れ
ることは無いと思
われます。

　老朽化した小牛
田保育所分園の在
り方についての
ワーキンググルー
プを編成し、その
中で分園の老朽化
問題の対策だけで
なく、美里町の今
後の保育行政の在
り方全体を検討し
ていく必要がある
と思われます。

　教育委員会部局
とワーキンググ
ループを編成し、
大崎市田尻にある
幼保一体型施設の
「すまいる園」の
視察研修を行い、
美里町としての幼
児教育・保育のあ
り方について協議
検討を行いまし
た。

　ワーキンググ
ループの検討では
結論がでなかった
部分もあります
が、子ども家庭課
としては、新施設
の整備を公設民営
で行うことが待機
児童の解消策とし
て、また多数の非
常勤保育士の処遇
改善策として望ま
しいのではないか
との考え方を、子
ども子育て支援事
業計画策定等委員
会にお諮りし、検
討いただくことと
しております。

　美里町全体の幼児
教育･保育という広範
囲のテーマのため、
ワーキンググループ
で結論が出せなかっ
た部分もありました
が、保育所の在り方
については美里町子
ども・子育て支援事
業計画等策定委員会
のワークショップに
おいて各委員の自由
なご意見を頂戴する
必要があります。

　平成28年度の早
い時期に子ども・
子育て支援事業計
画策定等委員会を
開催し、保育所の
在り方についての
策定等委員会とし
てのご意見を頂戴
する予定です。

37
-(2)

施設管理の民
営化・委託化
方針の策定

（民間ができ
ることは民間
に委ねること
を基本とする
民営化・委託
化方針の策
定）

子ども家庭課
/子育て支援係

進捗管理者
　奥山　俊之
担当者
　齊藤　くみ
子

- - 　児童館運営の検討
（公設民営化等）

　平成26年度中に策定
予定の市町村子ども・
子育て支援事業計画の
中で、今後の運用形態
を検討することとして
います。

　委託化基本方針策
定中のため、策定後
に具体的な取り組み
を進めることとし
た。

　市町村子ど
も・子育て支援
事業計画と一体
的に、今後の運
営方法を検討し
ます。

　子ども・子育て会
議４回開催（７月・
１０月・１月・３
月）

　保育必要量の見
込と確保策の検討
並びに基準条例案
等の検討を中心と
した会議になり、
児童館の運営形態
を検討することま
ではできませんで
した。

　児童館を会場に
放課後児童健全育
成事業（放課後児
童クラブ）を行っ
ており、全体的に
登録利用児童数は
増えております。
このため保育所同
様、指導員の確保
が課題となってお
り、公設民営化等
については充分な
指導員数を確保し
てからでないと不
可能と思われま
す。

　老朽化した小牛
田保育所分園の在
り方についての
ワーキンググルー
プを編成し、その
中で分園の老朽化
問題の対策だけで
なく、美里町の今
後の保育行政の在
り方全体を検討し
ていく必要がある
と思われます。

　教育委員会部局
とワーキンググ
ループを編成し、
美里町としての幼
児教育・保育のあ
り方について協議
検討を行いました
が、幼稚園及び保
育所のあり方の検
討が中心となり、
児童館のあり方に
ついてまでは検討
できませんでし
た。

　ワーキンググ
ループにおける検
討は幼稚園及び保
育所の在り方につ
いての検討しかで
きず、児童館の在
り方については今
後検討することと
いたしました。

　児童館の在り方に
ついては今後ワーキ
ンググループにおい
て検討する必要があ
ります。

　引き続きワーキ
ンググループを開
催し協議検討を行
い、その後子ど
も・子育て支援事
業計画等策定委員
会において委員会
としてのご意見を
頂戴する予定でお
ります。

委員会コメント

実施方針 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

６．簡素で効率的な組織体制の確立

区分
第2次美里町
行政改革大
綱・記載項目

担当課
/係

/担当者

これまでの取組
と課題

10/14
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平成２４年度 平成２８年度

項
目
№

重点等
項目 目的・目標 具体的な取組概要

Do【実施】
取組実績

Do【実施】
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委員会コメント

実施方針 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

６．簡素で効率的な組織体制の確立

区分
第2次美里町
行政改革大
綱・記載項目

担当課
/係

/担当者

これまでの取組
と課題

37
-(3)

施設管理の民
営化・委託化
方針の策定

（民間ができ
ることは民間
に委ねること
を基本とする
民営化・委託
化方針の策
定）

子ども家庭課
/子育て支援係

進捗管理者
　奥山　俊之
担当者
　齊藤　くみ子

- - 　子育て支援セン
ター運営の検討（公
設民営化等）

　平成26年度中に策定
予定の市町村子ども・
子育て支援事業計画の
中で、今後の運用形態
を検討することとして
います。

　委託化基本方針策
定中のため、策定後
に具体的な取り組み
を進めることとし
た。

　市町村子ど
も・子育て支援
事業計画と一体
的に、今後の運
営方法を検討し
ます。

　子ども・子育て会
議４回開催（７月・
１０月・１月・３
月）

　保育必要量の見
込と確保策の検討
並びに基準条例案
等の検討を中心と
した会議になり、
子育て支援セン
ターの運営形態を
検討することまで
はできませんでし
た。

　本町の子育て支
援センターは小牛
田保育所及び南郷
児童館に併設され
ております。核家
族が進展する中
で、相談件数の増
加もあり、各種事
業を展開する上
で、保育所及び児
童館の協力は欠か
せないものとなっ
ており、公設民営
化等については保
育所、児童館の運
営形態の変更に
伴ったものにする
必要があると思わ
れます。

　老朽化した小牛
田保育所分園の在
り方についての
ワーキンググルー
プを編成し、その
中で分園の老朽化
問題の対策だけで
なく、美里町の今
後の保育行政の在
り方全体を検討し
ていく必要がある
と思われます。

　教育委員会部局
とワーキンググ
ループを編成し、
美里町としての幼
児教育・保育のあ
り方について協議
検討を行いました
が、幼稚園及び保
育所のあり方の検
討が中心となり、
子育て支援セン
ターのあり方につ
いてまでは検討で
きませんでした。

　ワーキンググ
ループにおける検
討は幼稚園及び保
育所の在り方につ
いての検討しかで
きず、子育て支援
センターの在り方
については今後検
討することといた
しました。

　子育て支援セン
ターの在り方につい
ては今後ワーキング
グループにおいて検
討する必要がありま
す。

　引き続きワーキ
ンググループを開
催し協議検討を行
い、その後子ど
も・子育て支援事
業計画等策定委員
会において委員会
としてのご意見を
頂戴する予定でお
ります。

37
-(4)

施設管理の民
営化・委託化
方針の策定

（民間ができ
ることは民間
に委ねること
を基本とする
民営化・委託
化方針の策
定）

教育総務課
/管理係

進捗管理者
　須田　政好
担当者
　高橋　博喜

- - 　幼稚園運営の検討
（民営化等）

　こごた幼稚園の認定
こども園の申請に取り
組んでおり、運営につ
いては、検討しており
ません。

　委託化基本方針策
定中のため、策定後
に具体的な取り組み
を進めることとし
た。

　一部委託、民
営化は当面せ
ず、子ども・子
育て施策全体を
考慮し検討しま
す。

　子ども子育て支援
新制度への移行準備
にあたりました。

　平成２７年度か
らの子ども子育て
支援新制度への円
滑な移行を図りま
した。

　子ども子育て支
援部局とのより緊
密な連携が必要と
なります。

　一部委託、民営
化は当面せず、子
ども･子育て施策全
体を考慮し検討し
ます。そのため、
子ども子育て支援
部局とワーキング
グループ等を編成
し、町全体として
の幼児教育･保育の
在り方を検討して
いく必要がありま
す。

　子ども子育て支
援関係部局とワー
キンググループを
編成し、視察研修
を実施し、町全体
としての幼児教育･
保育のあり方につ
いて、３回協議検
討を行いました。

　ワーキンググ
ループとして結論
が出せなかった部
分もありました
が、幼稚園に関し
ては当面委託や民
営化は行わず、子
ども子育て支援新
制度に沿った支援
策を実施していく
こととなりまし
た。

　町全体の幼児教育･
保育という広範囲の
テーマですので、
ワーキンググループ
で結論が出せなかっ
た部分もありまし
た。子ども子育て支
援新制度や先進地の
状況も参考にさらに
検討することが必要
です。

　引き続きワーキ
ンググループを開
催し協議検討する
とともに、幼稚園
に関しての子ども
子育て支援新制度
に沿った支援策を
検討していきま
す。

37
-(5)

施設管理の民
営化・委託化
方針の策定

（民間ができ
ることは民間
に委ねること
を基本とする
民営化・委託
化方針の策
定）

まちづくり推
進課
/生涯学習係

進捗管理者
　高橋　章一
担当者
　小出 千恵

- - 　コミュニティ施設
運営の検討（公設民
営化等）

　既に、指定管理者制
度に移行した、社会教
育施設及びスポーツ施
設について、連絡会議
を開催し、円滑な情報
の共有に努めました。
　新たな、施設の移行
検討は、行っていませ
ん。

　指定管理者
が、適切な管理
運営ができるよ
う定期的な協議
の場を設け、地
域活動の拠点と
しての利用促進
に努めます。
 施設の位置付
けを再確認し、
直営で運営して
いる施設の運営
方法について検
討します。

　指定管理者が、
適切な管理運営が
できるよう定期的
な協議の場を設
け、地域活動の拠
点としての利用促
進に努めます。
　直営で運営して
いる施設について
指定管理者制度の
導入について検討
します。

　指定管理者が、
適切な管理運営が
できるよう定期的
な協議の場を設
け、地域活動の拠
点としての利用促
進に努めます。
　直営で運営して
いる施設について
指定管理者制度の
導入について検討
します。

　指定管理者と定
期的な協議を行
い、地域の活動拠
点として、利用促
進に努めていまし
た。
　直営で運営して
いる施設の指定管
理に向け、運営組
織を模索したが不
調となってしまい
ました。

　指定管理者と定
期的な協議を行
い、地域の特性を
生かした活動拠点
として、役割を果
たしています。
　直営で運営して
いる施設の委託が
できませんでし
た。

　指定管理者と定期
的な協議を行い、地
域の特性を生かした
事業、施設の維持管
理に努め、利用促
進、安全管理に努め
ていきます。
　直営で運営してい
る施設の指定管理に
向け、適任と思われ
る団体等と具体的な
協議を進めていきま
す。

　指定管理者が、
適切な管理運営が
できるよう定期的
な協議の場を設
け、地域活動の拠
点としての利用促
進に努めます。

37
-(6)

施設管理の民
営化・委託化
方針の策定

（民間ができ
ることは民間
に委ねること
を基本とする
民営化・委託
化方針の策
定）

教育総務課
/社会教育係

進捗管理者
　須田　政好
担当者
　扇子　美津男

- - 　図書館運営の検討
（公設民営化等）

　正規職員の司書は１
人で、非常勤職員を採
用し、運営しました。

　委託化基本方針策
定中のため、策定後
に具体的な取り組み
を進めることとし
た。

　策定される委
託化方針に基づ
き、教育委員会
として図書館の
運営方法を検討
します。

　民間委託の是非を
検討するに当たり、
現状の課題や他の自
治体の取組み状況等
情報の収集に努め、
今後の図書館のあり
方等の運営方針につ
いて検討しました。

　運営方針につい
ては概ねまとめる
ことができました
が、教育委員会で
の協議までには至
りませんでした。

　運営方針を早急
にまとめ、新年度
の早い時期の教育
委員会に提案でき
るよう努力してい
きます。

　教育委員会で協
議を行い、近代文
学館運営審議会へ
の諮問・答申を経
て、運営方針を決
定します。

　教育委員会で協
議を行い、今後の
図書館のあり方等
の運営方針につい
て近代文学館運営
審議会への諮問
し、数回の協議を
経て答申書が提出
されました。

　近代文学館運営
審議会での協議が
長期化し、教育委
員会で答申書の確
認を行いました
が、今後の運営方
針について協議、
決定するには至り
ませんでした。

　答申の協議が長引
いたため、計画に遅
れが生じているの
で、早急な運営方針
の決定に努めます。

　答申を参考に運
営方針を協議し、
決定された運営方
針に従って図書館
運営に努めます。

38

事務事業評価
制度の充実

（目標志向、
成果重視の行
政の実現、自
ら考え行動で
きる職員の育
成、予算への
反映）

企画財政課
/政策係・財政
係

進捗管理者
　小野　英樹
担当者
　尾形　賢太

　平成２１年度から
事務事業別予算の編
成を実施しました。
　また、目標志向、
成果重視を図るた
め、総合計画に、新
たに政策目標及び施
策の主要目標を設定
しています。

　事務事業評価から施
策評価へ手法を転換し
ており、施策目標の実
現手段として事務事業
を実施しています。
　美里町総合計画実施
計画の年度ローリング
及び成果の把握を継続
的に実施するととも
に、施策目標の進捗管
理を行います。
　財政健全化計画を状
況に応じて見直しを図
り、予算へ反映させま
す。

　目的・目標をより
意識した事業展開を
図るため、事業別予
算から施策別予算へ
の移行を図り、実施
計画を作成しまし
た。

「№９総合計画の進
行管理の徹底」と一
体的に進めます。

― ― ― ― － － ― ― ― ― ― 　【№９総合計画の進行管理の徹
底】と一体的な取組を推進された
い。
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第２次行政改革　実施計画書一覧表

平成２４年度 平成２８年度

項
目
№

重点等
項目 目的・目標 具体的な取組概要

Do【実施】
取組実績

Do【実施】
取組実績

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

委員会コメント

実施方針 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

６．簡素で効率的な組織体制の確立

区分
第2次美里町
行政改革大
綱・記載項目

担当課
/係

/担当者

これまでの取組
と課題

39

不断の組織体
制の見直し

（限られた職
員数の中で最
大限機能的な
組織機構の編
成）

総務課
/総務係

進捗管理者
　伊勢　聡
担当者
　髙橋　憲彦

　総合支所方式を見
直して分庁舎方式を
採用し、職員の集中
と削減に努めるとと
もに、重点課題に取
り組むために徴収対
策課、防災管財課等
を新たに設置しまし
た。

【目的・目標】
　機能的な組織体制を
構築します。

【指標】
　課設置の見直し検討
数

【目標値】
　５件

　組織機構の見直し
検討、必要に応じて
事務委任及び特区の
活用についても検討
し、効率的な運営を
図ります。

　平成２５年４月から
生涯学習課を廃止し、
既存のまちづくり推進
課に再編しました。

【検討完了数】１件

・健康福祉課は、分
課の必要性について
検討し、業務範囲が
広いものの関連する
取組が多くあること
から、見直しは行わ
ずに、当面、既存の
組織体制のままとし
た。
・建設課は、課題解
決に向け、自ら検討
し、７つの係を３つ
の係に見直しまし
た。

【検討完了数】１件

　徴収対策課に
ついて、担当課
との債権管理体
制を検討しま
す。

　徴収対策課につい
て、担当課との債権
管理体制を協議し、
債権管理条例を制定
しました。
　建設課について、
土木と下水道を分離
し、下水道課を設置
しました。
　町への要望・苦
情・相談の専門窓口
を、平成２７年４月
から設置する準備を
進めました。
　産業振興課に新た
に産業活性化戦略室
を設置しました。

【検討完了数】１件

　組織課題の解消
に向けて担当課等
と協議し、組織や
部署の配置見直し
を実施しました。

　全庁的に組織課
題の把握、組織及
び分掌事務の見直
し支援に努める必
要があります。

　各課で検討す
る。

　検討はされてい
るものの完了した
ものはありません
でした。

　子ども・子育て
については制度改
正がありました
が、検討段階から
抜け出せていな
い。

　住民が享受する
サービスレベルが低
下することがないよ
う、課題の再認識、
時間を意識すること
が必要です。

・債権管理体制の
確立
・子ども・子育て
支援体制の確立

　「不断」の組織体制の見直しを
行うこととしており、組織体制の
見直し結果の検証が大切です。

39
-1

不断の組織体
制の見直し

（限られた職
員数の中で最
大限機能的な
組織機構の編
成）

まちづくり推
進課
/まちづくり推
進係
進捗管理者
　佐々木信幸
担当者
　佐野　仁

（検討当時）

－ － 　まちづくり、人づ
くりの視点から住民
参画と生涯学習推進
に向けた取組みの中
で、組織体制の見直
しの検討を進めま
す。

　住民参画及び生涯学
習に関する取組につい
て、より一層、推進す
るために生涯学習課
（スポーツ推進、文化
振興、生涯学習）とま
ちづくり推進課（地域
づくり推進、国際交流
推進等）の２課を、平
成２５年４月から1つの
課とし、施策連携の強
化体制と組織の効率化
を図りました。

－ － － － － － －

39
-2

不断の組織体
制の見直し

（限られた職
員数の中で最
大限機能的な
組織機構の編
成）

徴収対策課
/徴収対策係

進捗管理者
　菅井　清
担当者
　門間　裕匡

－ － 　公債権及び私債権
の組織的な管理体制
及び役割の明確化を
検討します。

　債権の現状分析及び
課題の把握に努めまし
た。

　次の事項について
取組ながら、関係課
との役割について、
一体的に検討を進め
ました。
・収納率向上実施計
画の策定
・実務担当者会議の
開催
・庁内研修会の実施
・電算システムの機
能検討

　債権所管課
が、主体的とな
り債権管理を実
施してゆく執行
体制について検
討する。
 電算の入替を
視野に入れ、全
体をカバーでき
るシステムの導
入について検討
する。

　債権管理の要諦を
なす、美里町債権管
理条例が平成２７年
３月議会で決定され
たことにより、今後
の管理体制が構築さ
れた。

　債権管理条例の
制定により、債権
所管課の対応事案
と徴収対策課へ移
管された事案とに
明確に区別され
た。
　日常的な債権管
理は、債券所管課
で行い、徴収困難
事案や強制執行が
必要な事案は徴収
対策課で行う体制
を整備した。ま
た、債権管理に関
する帳簿や情報を
共有できる基準を
明確に定めた。

　既存の滞納管理
システムがどの程
度美里町債権管理
条例に沿った対応
が可能になるか現
在検証中である。
対応の内容によっ
ては、新たな滞納
管理システムの調
達が必要となりま
す。

　職員のレベル
アップのほかに、
債権管理を行う滞
納整理システムの
機能評価を行い業
務体制を確立しま
す。

・債権管理業務及
び収納業務につい
て、一元管理を前
提とした組織の再
編について検討を
行った。
・債権を一元管理
できる電算システ
ムの導入について
検討を行い、平成
28年度導入、平成
29年度本稼働とし
た。

･所管課の現状把握
のため調査を実施
し、課題を把握し
た。
･電算システムにつ
いては、当初平成
28年度本稼働を予
定していたが、1年
遅れでの調達見込
みとなった。

・債権一元管理の前
提として必要な組
織、職員の意識の統
一が図られていない
状況を改善しなけれ
ばならず、通常業務
の一つ一つの見直し
確認を行い職員全体
の意識向上が必要と
なる。
・電算システムにつ
いては、平成28年度
当初から事業者選定
を行うことから、町
が要望するシステム
構築に向け、町の債
権管理に対する体制
を明確にする必要が
ある。

・所管課の債権管
理業務及び体制を
見直し、全庁的に
業務を平準化す
る。
・平成29年4月1日
本稼働に向け、進
行管理を行う。

39
-3

不断の組織体
制の見直し

（限られた職
員数の中で最
大限機能的な
組織機構の編
成）

健康福祉課
/庶務係

進捗管理者
　渋谷　芳和
担当者
　櫻井純一郎

（検討当時）

－ － 　健康づくり、各種
福祉施策を推進する
取組みの中で、組織
体制の見直しの検討
も進めます。

　震災関連、債権管理
等業務もあり、保健及
び福祉施策の推進体制
については、十分な議
論は行えませんでした
が、震災に関連し、改
めて各種福祉施策及び
保健活動について関連
する取組が多くあり、
既存の組織体制のま
ま、取組を進めまし
た。

　分掌事務範囲、関
連施策等を踏まえ検
討を進めました。

－ － － － － － － － －

39
-4

不断の組織体
制の見直し

（限られた職
員数の中で最
大限機能的な
組織機構の編
成）

下水道課
/庶務係

進捗管理者
　花山　智明
担当者
　田村　太市

（検討当時）

－ － 　下水道事業の地方
公営企業法適用に向
けた取組みの中で、
組織体制の見直しの
検討も進めます。

　地方公営企業法の適
用について、具体的に
なった段階で、一体的
に組織体制を検討しま
す。

　下水道事業への地
方公営企業法の全部
適用又は一部適用と
した場合における管
理運営上の課題及び
リスクの洗い出しを
行いました。

　地方公営企業
法の全部適用又
は一部適用に伴
う条例等の整備
と併せて課等の
組織体制につい
て検討します。

　組織体制について
検討した結果、平成
２７年４月から下水
道課を設置すること
とし、移行準備を進
めました。

　これまでの検討
結果を基に、組織
体制を見直しまし
た。

　新体制で下水道
事業を実施しま
す。

－ － － － －
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第２次行政改革　実施計画書一覧表

平成２４年度 平成２８年度

項
目
№

重点等
項目 目的・目標 具体的な取組概要

Do【実施】
取組実績

Do【実施】
取組実績

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

委員会コメント

実施方針 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

６．簡素で効率的な組織体制の確立

区分
第2次美里町
行政改革大
綱・記載項目

担当課
/係

/担当者

これまでの取組
と課題

39
-5

不断の組織体
制の見直し

（限られた職
員数の中で最
大限機能的な
組織機構の編
成）

子ども家庭課
/子育て支援係

進捗管理者
　奥山　俊之
担当者
　齊藤　くみ子

－ － 　子育て支援及び就
学前教育の充実に向
けた取組の中で、組
織体制の見直しの検
討も進めます。

　子ども子育て支援新
制度の動向を見極め、
必要に応じて検討しま
す。

子ども・子育て会議
２回開催（１０月・
３月）

美里町子ども・
子育て支援事業
計画の策定と一
体的に検討す
る。

子ども・子育て会議
４回開催（７月・１
０月・１月・３月）

子ども・子育て支
援事業計画策定等
委員会は、保育必
要量の見込と確保
策の検討並びに基
準条例案等の検討
を中心とした会議
になり、組織機構
の編成の在り方ま
での検討はできま
せんでした。

保育所、児童館
（放課後児童クラ
ブ）とも保育士。
指導員の確保が最
優先課題となって
おり、これらに充
分な人員を確保で
きた上での組織機
構の編成が必要と
思われます。

　老朽化した小牛
田保育所分園の在
り方についての
ワーキンググルー
プを編成し、その
中で分園の老朽化
問題の対策だけで
なく、美里町の今
後の保育行政の在
り方全体を検討し
た上で、最善と思
われる組織機構の
編成を検討しま
す。

　教育委員会部局
とワーキンググ
ループを編成し、
美里町としての幼
児教育・保育のあ
り方について協議
検討を行いました
が、幼稚園及び保
育所のあり方の検
討が中心となり、
組織機構の編成に
ついてまでは検討
できませんでし
た。

　ワーキンググ
ループにおける検
討は幼稚園及び保
育所の在り方につ
いての検討しかで
きず、保育行政に
おける組織機構の
編成については今
後検討することと
いたしました。

乳幼児の教育・保育
行政の組織体制につ
いては、今後ワーキ
ンググループで最良
と思われる在り方に
ついて検討する必要
があります。

　引き続きワーキ
ンググループを開
催し協議検討を行
い、その後子ど
も・子育て支援事
業計画等策定委員
会において委員会
としてのご意見を
頂戴する予定でお
ります。

※　一つの項目で、複数の指標設定している場合、又は、担当課が異なる場合、「項目№」に枝番を付してします。
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第２次行政改革　実施計画書一覧表

７．行政ニーズへの迅速、的確な業務運用の確立

平成２４年度 平成２８年度

項
目
№

重点等
項目 目的・目標 具体的な取組概要

Do【実施】
取組実績

Do【実施】
取組実績

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

Do【実施】
取組実績

Check【検証】
目標達成状況

Action【改善】
課題及び改善

Plan【計画】
主な取組

40 ◎

住民ニーズの
適正な把握と
反映

（電子メー
ル、郵送、直
接相談、会
議、懇談会、
アンケートの
実施等意見の
一元集約、対
応）

総務課
/広報広聴係

進捗管理者
　相澤　直子
担当者
　齋藤　眞

　行政主体の住民懇
談会を、休日や夜間
も含めて開催してき
ましたが、参加者は
多くありませんでし
た。また、多様な方
法で寄せられた情報
の管理について組織
的な管理は、行えて
いません。

【目的・目標】
　住民から寄せられた
意見等に対する組織的
な対応管理から、広聴
機能の強化に努めま
す。

【指標】
　データ管理の実施

【基準値】
　定性目標のためなし

　施策提案、苦情
申出に分類し、申
出手法に関係なく
情報をデータ化
し、組織的に管理
する仕組みを確立
し、他の広聴に関
連する取組項目と
一体的に進めま
す。

　提案箱の設置を
機に、施策提案と
苦情申出に分類
し、情報の一元管
理に努め、総務課
に寄せられた内容
については、担当
課任せにせずに、
内容に関わらず総
務課で回答するこ
ととしました。

　住民の要望等を
聴く環境整備のた
め、町政相談員を
設置しました。
　各課の対応状況
の把握を行いまし
た。

・情報の一元
化
及び【№24職
員の倫理規程
及び行動規範
の策定と公
表】と連携し
た法令順守に
関するガイド
ラインの策定
と研修の実施
・総括及び継
続した取組の
実施

　住民の要望、意見
等に対する対応を標
準化するための「町
民の声対応マニュア
ル」を策定しまし
た。データは電子媒
体で保存し、進捗管
理及び情報の共有化
を図ることとしてい
ます。
　また、要望、苦
情、相談等に対応す
る常設の窓口として
「総合案内相談窓
口」設置に向けた準
備を進めました。
　関連する№24及び
№25については、法
令順守のガイドライ
ンを策定しました。

　住民ニーズの適
正な把握に向けた
取組として、関連
する№24及び№25
の取組から職員の
法令順守を徹底、
「町民の声対応マ
ニュアル」を策定
し、要望や意見に
ついての全庁的な
処理対応の統一化
及び情報管理する
環境を整備し、総
合案内相談窓口を
設置し目標とした
取組は、概ね完了
します。

　１００ある内の
１つでも適切でな
かったことで、全
てのことについて
もダメであるとさ
れ、結果、クレー
ム、信頼を損ねる
ことに繋がりま
す。そのため、組
織的な対応管理を
徹底する必要があ
ります。
　また、情報を一
元化することで広
聴機能の強化につ
なげる必要があり
ます。

　意見、要望、
提案、苦情の情
報化、一元管理
等の継続した取
組及び改善

　要望、苦情、相
談等に対応する常
設の窓口として、
平成２７年４月か
ら総合案内相談窓
口を開設しまし
た。
　総合案内に関し
ては、町の組織や
業務についての住
民の理解度や疑問
点の把握に有効で
あり、相談窓口に
ついても幅広く多
岐にわたる相談等
が寄せられていま
す。

　案内、相談等
に係る窓口を一
本化したことに
よって、住民の
利便性は向上
し、広聴機能の
強化も図られた
と認識していま
す。
　しかし、全庁
的な処理対応の
統一化及び情報
の共有・整理分
析・活用に繋げ
るデータの一元
管理の推進が遅
れています。

　データの電子
媒体入力フォー
ムの見直し、改
善等による対応
管理環境の整
備、職員への周
知徹底を図るた
めの研修等を実
施する必要があ
ります。

　意見、要望、
提案、苦情の情
報化、一元管理
等の継続した取
組及び改善

　情報の一元化及び共有を早期に実現し、住民から
信頼される行政を確立されたい。
　住民から信頼される行政を確立するためには、当
然のことながらコンプライアンス（法令順守）がこ
れまで以上に強く求められます。職員の倫理保持及
び法令遵守、不当要求に対する職員の安全確保、町
の公益を害する事実の早期是正、住民自治、公正か
つ民主的な町政運営を確立するための条例等の整備
を早期に実現されたい。
　その上で、住民ニーズを把握する具体的な取組と
して施策提案と苦情申出は別に管理し、施策提案に
ついては、庁内の政策を検討する会議に諮り、町と
して意思を決定するような取扱いの明確化が必要で
す。その上で、寄せられた要望及び苦情について
は、緊急性等の区分から回答期日を設定し、迅速に
対応することが必要です。住民は、少なからず役場
に話せば、解決してもらえるという期待がありま
す。苦情と捉えるのでなく、住民サービス向上のた
めのありがたい情報として取り扱っていただきた
い。情報の一元化に際しては、先進事例を参考にし
つつ、町の課題及び住民ニーズに迅速かつ適切に対
応する専門の窓口の設置を強く望みます。
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窓口・公共施
設等の住民
サービスの充
実

（ワンストッ
プサービス、
利用者の利便
性向上、業務
全般のサービ
ス充実）

町民生活課
/住民係

進捗管理者
　後藤　康博
担当者
　末永　裕悦

　窓口で、転入転出
に係る手続の一覧及
び申請書類をお渡し
しています。また、
税等の取組項目です
が、コンビニ収納の
実施、小牛田及び南
郷地域での衛生、農
政、教育関係窓口の
補完窓口業務、職員
の接遇研修に取り組
みました。

【目的・目標】
　わかりやすい案内、
丁寧な窓口対応から、
住民サービスの向上を
図ります。

【指標】
　窓口利用者の満足度
について、「よい」と
答えのあった９項目の
割合の平均値の上昇

【基準値】
　６８．３％
（平成２５年度数値）

　総合案内、窓口
の補完業務の充
実、証明書の自動
交付機の設置及び
コンビニ交付の実
施検討の他に、多
様な納付方法の検
討、職員の接遇の
向上等の他の取組
項目と連携し、住
民サービスの充実
を図ります。

　本庁舎１階に各
係の窓口誘導ライ
ン等を設置しまし
た。

・来庁者窓口利用
アンケート調査を
実施しました。
・マニュアル作成
については、平成
２６年度への継続
調整となりまし
た。
・補完業務につい
ては、衛生、農
政、教育関係窓口
の補完業務を行い
ました。

・窓口及び補
完業務の内容
の充実
・コンビニ交
付、自動交付
機の設置検討
・来庁者窓口
利用アンケー
ト調査の実施

・アンケート調査、
接遇対応評価測定調
査結果を踏まえ、住
民サービスの向上に
努めました。補完業
務については、現行
の他課他業務を実施
しました。
・コンビニ交付等の
実施については、費
用対効果等から検討
を行いました。
・来庁者窓口利用ア
ンケート調査は、平
成２７年３月上旬に
実施しています。
・業務マニュアルに
ついては、戸籍、住
民基本台帳業務、生
活環境について作成
しました。

・アンケート調査
を実施。
・業務マニュアル
については、一部
の係で作成が完了
していません。
・補完業務につい
ては、衛生、農
政、教育関係の窓
口業務を行いまし
た。作成が終わっ
た業務について、
マニュアルを運用
しています。
・コンビニ交付等
の実施について
は、結論まで至っ
ていません。

・アンケート調査
結果の取りまとめ
と評価を行いま
す。
・コンビニ交付等
については、個人
番号カードの発行
状況等から平成２
８年度中の対応に
向けて検討しま
す。

・社会保障・税
番号制度運用関
係への対応
・来庁者窓口利
用アンケート調
査の実施
・コンビニ交付
等の検討
・一部完成して
いない業務マ
ニュアルの作成
等

・通知カード、個
人番号カードの発
行業務を実施しま
した。
・来庁者を対象に
窓口対応アンケー
ト調査を実施しま
した。
・コンビニ交付等
は、個人番号カー
ドの発行状況等か
ら検討を行いまし
た。
・一部の業務マ
ニュアルの作成を
検討しました。

・通知カードの
一部が不在等で
返戻され、町民
窓口で保管して
います。
・窓口対応アン
ケート調査を実
施し、昨年度よ
り「良い」と回
答した割合が増
加しました。
・コンビニ交付
等は、個人番号
カードの発行枚
数が少ないこと
から結論を出す
までに至ってい
ません。
・一部の業務マ
ニュアルは作成
していません。

・保管している
通知カードを早
急に対象者に交
付するよう対応
します。
・コンビニ交付
等は継続して検
討します。
・作成していな
い業務マニュア
ルを早急に作成
します。

・社会保障・税
番号制度運用関
係への対応
・来庁者窓口利
用アンケート調
査の実施
・コンビニ交付
等の検討
・一部完成して
いない業務マ
ニュアルの作成

　手続の方法を選択できるサービスの充実も大切で
すが、業務の主担当者が不在の場合における職員の
応対能力の向上に向け、業務マニュアル等の精度向
上を図られたい。また、全庁的な接遇等の研修を実
施しておりますが、実施予定の来庁者窓口利用アン
ケート結果から、住民サービス向上に努められた
い。
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電子自治体の
推進

（施設予約の
導入の検討、
電子申請の推
進）

まちづくり推
進課
/スポーツ推進
係

進捗管理者
　菊地　卓昭
担当者
　澤村　拓也

　十分な検討を行え
ないまま、指定管理
者の管理に移行して
います。

【目的・目標】
　スポーツ施設の利便
性の向上のため、施設
予約システムの導入に
ついて検討を進めま
す。

【指標】
　施設予約システムの
導入の検討

【基準値】
　定性目標のためなし

　スポーツ施設管
理は、平成２４年
度に指定管理者に
移行しています。
契約が満了する平
成２６年度までに
指定管理者と協議
を進め、施設予約
システムの導入の
可否を判断しま
す。

　スポーツ施設
は、指定管理者制
度に移行したばか
りであり、円滑な
運営のために定期
的な打ち合わせを
実施しました。

　スポーツ施設の
指定管理者と情報
を共有し、システ
ムを導入すること
によるメリット・
デメリット等を協
議しました。

　先進地の視
察を行い、ス
ポーツ施設の
利用管理につ
いて指定管理
者と検討し導
入に向けた可
否を判断しま
す。

 指定管理者と先進
地視察を行い、運用
課題等について協議
を行いました。

　先進地研修の結
果を踏まえ、課内
で検討したとこ
ろ、導入可能と判
断しました。
　施設予約システ
ムを導入した場
合、どのスポーツ
施設が住民の利便
性向上につながる
のか、調整する必
要があります。

　対象施設を明確
にし、費用対効果
を検討し、早急に
取組を進めます。

　施設予約シス
テムの導入の可
否を判断し、導
入する場合、平
成２８年度稼働
に向けて取組を
進めます。

施設予約システム
について検討でき
ませんでした。

施設予約システ
ム導入の可否、
費用対効果の検
討に取り組むこ
とができません
でした。導入す
る場合の課題等
について、早急
に検討を進めて
いきます。

導入する場合の
対象施設等につ
いて、部署内、
指定管理者と協
議・検討を進め
ます。

　導入を可とし
た場合、システ
ムの運用を開始
します。

　施設の利用（空き）状況、予約問合せ数、施設の
利用推進、費用対効果を十分に検討され、施設の利
用推進を図られたい。
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電子自治体の
推進

（施設予約の
導入の検討、
電子申請の推
進）

総務課
/情報システム
係

進捗管理者
　髙橋　憲彦
担当者
　加藤　敏典

　平成２２年７月
に、宮城県及び県内
の市町村と共同で一
部の手続について電
子申請システムを導
入しましたが、その
後に普及した多様な
メディアに十分な対
応ができていないの
が課題となっていま
す。
　電子申請件数
平成22年度　70件
平成23年度　30件

【目的・目標】
　個人情報を取扱う
ツールとして安全であ
ること、いつでも、ど
こからでも申請可能で
あることから、電子申
請の利用の推進に努め
ます。

【指標】
　年間の電子申請件数

【目標値】
　１００件

　職員向けシステ
ム研修を実施し、
利用可能な手続数
を増加させるとと
もに、住民への利
用の周知を行いま
す。

　手続の電子化に
向けて、職員向け
システム研修を庁
内で実施（１０人
参加）、新たに、
脳検診の申込み手
続の電子申請を開
始しました。

利用実績　９０件

・システム研修の
実施（１９人参
加）

利用実績　６０件

　庁内システ
ム研修の実施

　システム研修会は
番号法施行に向けた
取組のため、システ
ム更新までに実施で
きませんでした。
　みやぎ電子申請に
ついては、平成２７
年２月から新システ
ムに変更となり、ス
マートフォンでの動
作環境は改善してい
ます。

利用実績　５０件

　目標は、達成で
きませんでした。
　簡易な事業の申
込み等について、
新たに実施するこ
とができませんで
した。スマート
フォン対応機能の
改善を機に、住民
が利用しやすい手
続の利用推進を行
いながら、個人番
号カードの交付状
況を確認する必要
があります。

　職員のシステム
理解を深める職員
研修は必要です。
　また、個人番号
カード利用を機
に、住民ニーズが
高まることも予想
されることから、
手続担当課におい
て、住民ニーズに
あった申請方法を
積極的に検討する
必要があります。

　新システムの
職員操作研修の
実施

　外部研修、内部
研修を実施すると
ともに、新たに児
童館、図書館事業
の申込み等の手続
等を電子申請対応
可能とした。

利用実績　７５件

　簡易な手続で
かつスマート
フォンからでき
る児童参加事業
について電子申
請対応したが、
電子申請が１件
もなかった。

　普段施設を利
用している人
は、電子申請を
利用する必要が
ないのかもしれ
ない。引き続き
便利な仕組みと
して身近な事業
参加等の電子申
請化を推進す
る。

・システムの職
員操作研修の実
施
・電子申請手続
可能項目の検討

 スマートフォンの普及、情報技術の発達により情
報ツールも多様化しています。個人情報の保護に配
慮しつつ、住民の利便性向上につながる手続方法に
ついて検討されたい。

※　一つの項目で、複数の指標設定している場合、又は、担当課が異なる場合、「項目№」に枝番を付してします。

委員会コメント
担当課

/係
/担当者

これまでの取組
と課題

実施方針 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度区分
第2次美里町
行政改革大
綱・記載項目
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